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1 制度の意義撃仕組み等について  
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r介護サービス情報の公表j制度   

の意義・仕組みについて   

平成19年5月14日  

厚生労働省老健局振興課長  

古 都 賢 一  

介護保険制度の見直し  
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今回の改革の背景  

10年後、20年後を見据えた未来志向の改革  

要介護高齢者の変化に対応したケアの改革   

制度の持続可能性・給付の効率化／重点化   

地域生活の継続を支える包括的ケアシステム  

介護サービス事業者の動向  
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○ 介護保険制度により行政による措置から利用者によるサービスの選択に大きく転換。 在  
宅サービスは提供主体に制限がなく、営利法人の指定事業者数も大きく伸びている。  

主な居宅サービスにおける事薫育数  

増）  

人利 

器と慧1肌  
平成12年7月   平度14年絹   平成16争絹   平射一年絹  

出典：∨】AMNETベース  

※「主な居宅サービス」は、訪問介護、訪問入浴介護、適所介護、短期入所生活介誼、痴呆対応型共同生活介護十特  
定施設入所者生活介護．福祉用具貸与の7サービスの合計。   
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指定取消処分等の状況  
一不正事葉書が顕在化して書ている一  

指定取消処分等のあった介護保険事薬所は、劉引払置森野）にのぼる。  

○事業所・施設の内訳の推移  
‾－一一Ⅶ－▲■－■－■  

、▲－－1  平底  1’：＝し  平成  平成  平成  尊慮  合 計   
＼ －－、h   12鑑丘  柑年度  川幾度  相生虚  l¢鑑度  l一畳度   

訪田介護   3  12   2丁   川4  

妨円入野介凛   
l   【   

静間響蕩   l   5   2   2   

訪問り／ヽどリチーション   l   ○   l   ○   2   4  

居宅書箋管理蒋導   l   8   ‡   2   2   

i∴1∫ と   ¢   ○  暮   7   丁   

サ u  2   8   川  

ピ  ○   l   l   5  

ス   ○  8   l  

■ ■  ○   之  S   ll  

幡豆笛遭入用肴生活介導   l  8   2   2   l  

楓社用包蔵与   ○   l   5   丁  lT  

脛電介彊支癒   ○   柑   之き   2S   2   22   1柑  

介津老人料拉麗辞   l   l   ○   ○  ○   l  

介打電人躍ヰ鮪譲   l   l   ¢   ○   ○   2   之  
介訂轟鶴髭諷オ蔦諺   2   l   丁   2l   
合  計  38   鮒   柑S   引   沌  朋柑   

20DO年4月－2005年12月の黒酢  

高齢者介護の新しい方向  
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介護保険制麿改革の主な内容  
〔具体的内容〕  

薪予防給付の創設、地域支援事業（仮称）の創設  予防重視型システムヘの転換  

施設給付の見直し  居住費用・食費の見直し、低所得者専に対する措置   

地域密箇型サービスの創設、地域包括支捷センター  
の創設、居住系サービスの充集（有料老人ホームの  
見直し等）、医療と介護の連携の強化、地域介護・  
福祉空間整備等交付金（仮称）の創設  

東の櫻墜化、事案者規制の見直し、  
ケアマネジメントの見直し   

第1号保険料の見直し、市町村の保険者機能の強化、  
要介護認定の見直し、サービスの適正化・効率化  

社会保障制度の一体的見直しと併せて検討、その  
結果に基づいて、2009年度を目途として所要の措  

置を講ずる  
検討は、平成18年度束までに結果が得られるよう  
新たな場を設ける  

新たなサービス体系の確立  

サービスの賞の確保・向上  

負担の在り方・制度運営の見直し  

被保険者・受給者の範囲  

※施行：2006年4月（ただし施設入所費用の見直しについては2005年10月施行）  
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介謹保険制麿のサービス  
○ 介護保険制塵では、要介護状態となった場合でも、できるだけ居宅で自立した日常生活を   
営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスの給付を行っている。  

⑳地域車幾蜜サービス  【鯛サービス1  
0巷間介沸 ○車間入港介郭  
○訪l埠書許 ○訪問り／ヽどリナーション  
0替電■■管刑場  
【江爾サービス1  
0蕩節介濱 ○丑蹄リハビリテーション  
【細入稀サービス】  
0銀編入附す ○最期入所療畢介凛  
Iモ¢館】  

○特定濃謂入腐群生湾介譲  
0特定幕拉用具瞥苑 ○積数用具貸与  

0介議篭人疇旭  
0介導電人躍幌  
○介護書棚  0411幡多機構畳屋電介護  

○遼鵡瘡対応靂其閂生新彊  
○地ヰ虔奮立職安鶴注入應書生法介潰  
○地域青書聖介納人橿祉勒   
入薪穐應介護  

⑳地域堵憲史介涯予防サービス  
【訪問サービスl  
O介聾予防訪問介護 ○介護宇野訪愕入欝介環  ○介護事紺地油庄立通節介護  

○介訂事霹小瓢疇さ機鋒柏電介凛  
○介彊亨膵遼奴食掛慮1共搾生活介護  

∃9空空！竺竺竺翌竺＿2空空夢相同り∧ピけ－シュン  
○介藩事隋牒宅丑兼官畏縮導  
l彊滞サービスI  

l  

O憎亨膝遭薪介獲 ○介藩学防遥帝リハビリチーシュン 巨  
【ヰヰ入層サービス】  ‡  
○介覆亨陣頭鞄入衛生渚介謬○介護手隙錮孤介射  

⑳介温亨陣安濃t  

【モの僧】  
○介護予防幡豆細入塵肴生蓮介遭  
○響定介Ⅷ亨摘社用員■拓 ○介訂予捕蜘奥貸与  

「介護サービス情報の公表」   

制度が求められる背景  
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「介護サービス情報の公表」  

制度の概要  
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（目  的）   

利用者の介護サービス事業所の選択（比較検討）を支援  

（注）事業所の評価、格付け、画一化を目的としない   

（実施方法）   

○基本的にすべての事業所が対象   

0事業所が現に行っている事柄（事実）を年1回公表   

0事実確認が必要な情報は第三者（調査員）が調査   

0だれでも比較可能な客観的な情報を公表  
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介護サービス情報の公表の効果  

【利用者】  

○何を見て選ぶのか→視点の理解  

○比較検討材料を入手→選択肢の絞り込み  

【事業者】  

○自らの取組の努力→広く広報  

○他の事業者の取組→参考材料  
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「介護サービス情報の公表」   

制度の具体的内容  
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報告■調査・情報公表の計画的実施  

円 滑に実施  ○ 全国10万以上の事業所の報告・調査・情報公表を   

（介護報酬収入年額100万円を超える事業所が対象）  

→ 毎年、都道府県ごとに計画を定めて実施  

1計画の基準日  

2 計画の期間  

3 報告対象車菓所の名称  

4 報告の提出先及び期限  

5 調査月  

6 指定調査機関の名称  

7 情報公表月  

8 その他  

基本情報の主な項目  

1運営法人等の概要  

2 事業所・施設の概要  

3 従業者の状況  

4 介護サービスの内容  

5 利用料  

6都道府県知事が必要と認め   

る事項  
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「基本情報」の概要  

（介護老人福祉施設の例）  

事 項   主 な 内 容   

運営法人関係   法人名・種類、所在地、連絡先、代表者名、設立日、  

他に実施する介護サ⊥ビス   

施設関係   施設名、所在地、連絡先、指定番号、管理者名・職  
名、指定日、交通手段   

従業者関係   職種別（常勤・非常勤別）人数、勤務時間、資格、  
従業者1人当たり利用者数、夜勤体制、嘱託医、  

従業者の業務経験年数、健康診断実施状況 等   
サービス内容関係  運営方針、介護報酬加算サービス、提供実績、  

施設・設備状況、苦情窓口、損害賠償、特色 等   

利用料金関係   食費、居住費、特別居室費、特別食費、  

理美容代、日常生活費 等   

施設の名称  介護老人福祉施設  

0000   
施設の所在地  〒123－4567  

00県コロ市△△町諷9－0   

施設の連絡先  電話000－000－0000  

FAX999－999－9999  

重度化対応（介護報酬の  鮎）  あり   

加算）の有無   

栄養マネシ●ルトの実施（介  なし  空）  

護報酬の加算）の有無   

看取り介護の実施（介護  なし  毎少   

報酬の加算）の有無  ‖  

き 非常勤  

専従  非専従  専従皇非専従  

0  0  l琶 0   

生活相談員   口  0  － 0盲 0   

看護職員   田  0  口  0   

介護職員 篭   0毒 3弓 1  
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調査情報の主な項目  

1介護サービスの内容  

①契約内容、介護サービス計画内容等の説明の有無  

②介護サービス提供マニュアル、実施記録等の整備の有無  

③相談、苦情等対応の取組の有無  
④介護サービス提供内容の評価、見直し等の取組の有無  
⑤地域住民、ボランティアの受入れ等外部との連携の有無   

2 事業所・施設の運営状況  

①事業計画等の策定・開示、業務改善会誌等の取組の有無  
②業務分担の明確化、相談指導体制の確保等の取組の有無  
③安全管理・衛生管理の取組の有無  

④情報管理、個人情報保護等の取組の有無  
⑤計画的な従業者研修、利用者意向を踏まえた運営改善等の   
取組の有無  

調査事務の方法①  

○ 調査員2名以上   

（1名はサービスに関する知識を予め有する者）  

○ 事業所を訪問し、代表者との面接調査   

【面接調査の方法】  

○ 報告日現在 及び 報告日前1年間の調査  

○ 報告された事項のみを調査  

○ 事業者が提示する情報の事実の有無を確認  

（注）良し悪しの評価はしない  

※ 事業者自らの公表が前提  

※ 利用者自身の評価力の育成  
※ 評価は、人（主観）により異なる  

○ サービス提供記録等は、原本を1件以上確認  

※ 事業者は、1件で他の日常的な取組を説明  
※ 一定の確認基準は評価につながる  
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調査事務の方法②  

○ 資料は、紙、電子媒体は問わない  
○ マニュアル、記録等の具体名は問わない  
○ 事業計画等は、法人全体のもので可  
○ 研修会等の記録は、題目、日時、出席者、概要  
等を確認  

○ 研修は、外部研修への参加でも可   

【調査の終了】  

○ 調査は、調査結果についての同意を得て終了  
・調査結果に事実誤認がないこと  

・調査結果がそのまま公表されること  

申項目   小項目  確認事項  確認のための材料  報告  調査   

利用者本位の  謬知症の利  認知症の利用  欝知症の利用者への対 応及び認知症ケアに関  、u  軽少  サービスの質の  用者に対す  者への対応及  確保 
のために請  るサービス  び認知症ケア         マ＿ユ ル  ゝ   

じている措置  の質の確保  なし  

取   
みがある。   】   
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介護サービス情報の公表制度の  

施行状況について  
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指定情報公表センター・指定調査機関の指定状況  
（平成18年11月8日現在）  

指定情報公表センター  指定調査機関  

都道府県直営   7  15％   

社会福祉協誌会   27  57％   

財団法人   4  9％   

社団法人   2  4％   

NPO法人   2％   

国保連合会   F 6 川  13％   

合 計   言 47  100％   

都道府県直営   0  0％   

社会福祉協詫会   36  14％   

社会福祉法人   5  2％   

財団法人   13  5％   

社団法人  22  

Nア0法人   94  36％   

国保連合会   2   1％   

有限会社   32  12％   

株式会社   55  21％   

その他   5  2％   

合 計   264  100％   

都道府県の事務の計画状況  
（平成18年11月8日現在）  

調査事務計画の終了月  情報公表事務計画の終了月  

終了計画月   都道府県数   

平成19年1月末   

平成19年2月末   10   

平成19年3月末   34   

平成19年5月末   2  

終了計画月   都道府県数   

平成19年2月末   

平成19年3月末   38   

平成19年4月末   4   

平成19年5月末   2   

平成19年6月末   2   
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調査員の登録状況  
（平成18年11月8日現在）  

情報公表対象事業所数  
（平成18年11月8日現在）  

常勤  597   13％    訪問介護   23†426 

87％  2，369  
非常勤  4，150  事  

計  4，747  訪問看護   6，761  
65％  

常勤  300   適所介護   17，841  

その他の  日8％         特定施設  l，563  

調査員  入居者生活介護  

計  2，592   100％   福祉用具貸与   6，183  
35％  

常勤  897   居宅介箆支援   26，282  

モ  介護老人福祉施設   5．594  

計  7，339  介護老人保健施設   3，51l  
l。。％  

合 計   93，530  

調査事務・情報公表事務の手数料  

≒○ 手数料は事業者負担  

・事業者が、利用者の選択に資する情報を公表  
・より適切な事業者が選ばれることを支援   

→ 事業者の受益  

○ 都道府県条例で定める  

・各都道府県の調査体制、地理的条件等を踏まえて算定   
t議会議決等  

（設定状況く全国平均））  

調査事務手数料 42．041円 情報公表事務手数料12．860円  

（合計 54，901円）  

国はガイドラインを提示  

介護保険制度に基づく全国共通の制度  
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調査事務の目的・留意点  

（調査率務の目的）  

事業者が公表しようとする情報のうち、利用者自らの事実確認が困難な   
情報について、利用者保護等の観点から、当該情報の根拠となる事実を   
確認するために行うもの。   

（調査事務の留意点）  

○ 事業者が提示する確認のための材料の事実の有無を確認  

→ 当該材料の内容の良し悪しの評価、改善指導等は行わない  

※ 事業者自らの情報公表が前提  

※ 評価は、事業者、調査鼻、利用者それぞれの主観により異なる  

（最終的な判断・評価は利用者がそれぞれに行うもの）   

○ 事業者が提示する確認のための材料を1件以上確認   

→ 事美春は、当該確認のための材料で、当該1件以外の日常的な取組  

みを説明する仕組みであり、日常的な取組みの中での個別事情に応じ  

た例外的な取組みを、確認のための材料の調査で評価できない  

「介護サービス情報の公表」制度の活用状況  

1利用者の活用状況   

平成18年度末前後に、各都道府県の初年   
度の公表情報が出揃うので、利用者への制   
度の普及啓発に努めているところ。  

2 事業者の活用状況   

公表情報の作成、調査情報の調査等を通じ   
て、介護サービスの質の確保のための取組   
みに活用できるとの声が寄せられている。  
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制度施行後、何が起こったか④  

（手数料）  

○ 実 態   

・全国平均5万5千円   

・調査事務は2～6時間程度？   

・公表情報入力事務の簡素化？  

○ 妥当性に対する意見、苦情等  

（対応）運営状況（収支等）の公表  

（対応）必用に応じた手数料条例の見直し  
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制度の適正な運用等について  2   
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2制度の適正な運用等について   

各都道府県におかれては、介護サービス情報の公表制度（以下「情報公表制度」とい  

う。）の円滑な実施にご尽力をいただいているところであるが、情報公表制度の施行後   

2年日に入り、全体の運営としては概ね順調に施行されているものの、介護事業者や利  

用者等への周知等において十分な理解が得られていない状況も散見されることから、引  

き続き、情報公表制度の円滑な運営の確保に向けて、次の各事項に留意の上、適正な運   

用をお願いしたい。  

（1）情報公表制度のさらなる普及啓発について  

情報公表制度の円滑な実施については、情幸問   

表主体である介護事業者の理解が不可欠であることを踏まえ、今後とも引き続き、情   

報公表制度の利用者等や介護事業者に対する理解促進に努め、普及啓発を積極的に行  

うことが極めて重要である。  

例えば、第三者評価や指導監査と混同されることが無いよう、情報公表制度の趣旨。   

目的等について、地道に理解促進に努めることが重要である。  

ア 利用者等（情報の活用主体）に対する積極的な取組  

情報公表制度は、利用者による適切な介護サービスの比較検討、選択を支援する  

制度であり、当然、利用者に活用される制度として定着させることが何より重要で  

ある。  

このため、今後とも引き続き、市町村（保険者）をはじめ、地土或包括支顔センター、   

居宅介護支援事業所等関係機関との連携のもとに、例えば、地域の事業者団体へ利  

用者等に対する周知の協力要請を行ったり、様々な会議等の場において説明を行っ  

卿引こも碍嘩的な取縛をお願いし  

たい。  
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イ 介護事業者（情報の公表主体）に対する積極的な取組   

情報公表制度は、介護事業者に対して情報の公表を義務付けるものである   

ことから、情書経公表制度の円滑な実施に当たっては、情報公表制度の趣旨。   

目的、具体的な仕組み、手数料の考え方等についての介護事業者の理解を得   

ながら実施することが極めて重要である。   

このため、各都道府県においては、企霊夢筆者に対して、博学卿宣∴   

自的、報告する介護サービス情報の内容、調査事務の性格・方法等についての理解  

御重ようし今後とも引き続き、曽硯撃発の酢酸い  

たい。  

（2）事業運営の透明性の確保について  

情報公表制度の事業運営に当たっては、介護事業者からの手数料を充てていること   

に鑑み、垂琴運営の透明性を確保するとともに牒壁幹   

李翠めていただく馳いて辱年度公表を行うことが望ましい   

旨、また、その際、公表を行うことが望ましい事項等について、平成19年1月29  

日付で事務連結等により連絶してきたところである。  

ついては、各都道府県においては、各都道府県等のホームページ等を活用して事業   

運営の公表を行う等、事業運営の透明性の確保について、重ねて各都道府県における  

適確な対応をお願いしたい。  

（3）手数料の検証、見直し等について  

情報公表制度の初年度においては、手数料の水準の妥当性等について介護事業者か   

らの疑義、意見等が多く寄せられたところである。このため、亘鑑査墜旦退室蔓重量   

の襲撃を享巴琴レ、剥こつ   

雌星直し等の取組について、平   

成19年1月15［∃の全国厚生労働関係部局長会議、．平成19年1月29日付事務達  

紹、平成19年2男19［∃の全国介護保険も高歯令書保健福祉担当課畏会議等により達   

ろであるが、≡ねて各章〇這モ異に禿ける達‡重な貢；応をお吉貢 
絶してきたとこいしたい二  
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（4）調査員の均質性の確保等について  

情報公表制度における調査は、介護事業所が客観的に説明できる事実をもって、そ   

れを確認するという作業であり、評価や指導等を行うものではない。  

また、原則すべての介護事業所における共通の情報を調査し公表する情報公表制度   

においては、公表情報の均質性の確保が極めて重要である。  

このため、各都道府県においては、調査員の主観によって調査結果が異なる等の事   

案が生じることがないよう、引き続き、置垂奉責成研や御重・  

性の確保に十分仁里患いただきたい。   員の均  

なお、調査員の調査外の行為（例：自社の紹介等）により、情報公表制度そのもの  

の信頼を損ねることが生じないよう、革整調重機関に型する必要な碍導の微塵につい  

てもお願し1したい。  
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3 平成19年度国庫補助について  
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モデル調査事業の実施方法案  

・これらの点を踏まえ、基本的に以下の要件の事業者   
を対象として実施し、効率的な調査等のあり方を検   
証する。   

1．対象事業所は、なるべく介護予防、地域密毒聖   
サービス等の複数の指定を受けてサービスを提供し   
ている事業所とする。   

2．調査票は、基本となる介護サービスと関連する介   
護予防サービス等をて体的にまとめたものを使用す   

る。  
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平成19年度「介護サービス情報の公表」関係国庫補助事業について  

在宅福祉事業費補助金  

介護サービス適正実施指導事業  
「介護サービス情報の公表」制度推進事業実施要綱（案）   

ア 目的  

この事菓は、利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判断に資する介   

護サービス情報を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図るため、介護サービスに   

関するモデル調査を実施し、調査手法及び調査内容等の検証を行うことを目的とする。   

イ 実施主体   

事業の実施主体は、都道府県とする。但し、事業の全部又は一部を指定情報公表セ   
ンターの指定をしている法人等に委託することができる。   

り 事業内容  

（ア）モデル調査事業   

′（D モデル調査の実施  

a 調査対象  
調査対象サービスは以下のとおりとする。  

（1） 介護予防訪問介護  

（2） 介護予防訪問入浴介護  

（3） 介護予防訪問看護  

（4） 介護予防訪問リハビリテーション  

（5） 介護予防適所介護  

（6） 認知症対応型適所介護  

く7） 介護予防認知症対応型通所介護  

（8） 介護予防適所リハビリテーション  

（9） 介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）  

（10）地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）  

（11）介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）  

（12）地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）  

（13）介護予防福祉用具貸与  

（14）特定福祉用具販売  

（15）特定介護予防福祉用具販売  

（16）短期入所生活介護  

（17）介護予防短期入所生活介護  

（18）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

（19）短期入所療養介護（介護老人保健施設）  

（20）介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）  

（21）短期入所療養介護（介護療養型医療施設）  

（22）介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）  

b 実施箇所数  
・調査対象サービス毎に複数箇所とする。  
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C 調査対象事業所の選定  

調査対象事業所は、別紙1「調査対象事業所及び調査候補者選定基準」（以  
下、「選定基準」という。）により選定し、調査対象事業所の同意を得て決定す  

るものとする。  

d 実施方法  
（a）各調査対象事業所毎の調査体制  

1事某所当たり調査員2名1組で訪問調査を実施するものとする。  
（b）調査日数  

1調査当たり訪問調査日数は概ね1日とする。  

e 調査様式  
別に定める調査対象事業所毎の調査様式により実施するものとする。  

f その他  
調査スケジュールが確定し次第厚生労働省へ報告するものとする。   

② モデル調査事業調査員の選定等   

a モデル調査事業調査員候補者の選定  

モデル調査事業調査員候補者は、別紙「選定基準」により選定し、モデル調  

査事業調査員候補者の同意を得て決定するものとする。  

なお、今年度のモデル事業は、対象と鞭∵主  

として既に情報公表が施行されている介護サービスの指定を併せて受けている  

事某所等において調査を実施することにより、調査方法等の検証を行うことが  

目的のひとつである。   

そのため、モデノ聯  

制度施行後調査員養成研修を履修し、調査員として登録されている者とするこ   

と（、   

また、同業他社の役員・職員ではない者とするよう配慮するとともに、原則  

1サービス当たり4名とし、可能な限り制度施行を踏まえた選定とすること。   

b 中央研修への派遣  

都道府県は、モデル調査事業調査員候補者を中央研修へ派遣する。  

なお、今回の中央研修においては、モデル事業対象サービスが22サービ  
スと多岐に渡ること、また、調査員候補者が、上記aの考え方に基づいて選  

定されていることを踏まえて、既に施行されている介護サービスと共通部分  

の公表項目に係る説明は割愛するものとする。   

C 事前説明会の開催  

都道府県は、中央研修を修了したモデル調査事業調査員、調査対象事業所に   

対して事前説明会を開催し、訪問調査の日程調整等を行う。  

③ 都道府県検証会議の開催   

a 内容  
調査結果を集約コ整理し、調査方法、事業所情報公表項目等の検証を行うも  

のとする。  
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b 構成  
都道府県職員、指定情報公表センタ「の指定をしている法人、調査員、調査  
対象事業所職員等で構成するものとする。  

C 報告書の作成  
報告書を作成し、8月末迄に厚生労働省へ提出する。  
（注）調査後の調査票及び調査の集計結果については、検証会議の前の7月  
末迄に介護サービス情報公表支援センターに提出すること。  

実施上の留意点  

（ア）モデル調査率菓の実施に当たっては、制度施行時の実施方法、実施体制等を念頭   
に置いた体制で実施するように努めること。但し、調査対象事業所が特定される形   
での調査結果の公表及び調査対象事業所からの調査費用の徴収は行わないこと。   

（イ）本事業の関係者は、正当な理由なしに本事業に関して知り得た秘密を漏らしては   
ならない。なお、本事業実施における利用者及び利用者家族の個人情報の取り扱い   
については別に定めるものとする。  

エ  
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（別紙〉  

調査対象事業所及び調査員候補者選定基準  

調査員候椋者選定基準  調査対象車集所選定基準  

竜   、本制度の調査員養成研惨を 員として登録されている者  
重  

u  

は2に該当する者を原則とし   
ことが可能な寧  

介護予蹄問介護  菜所  
・介護予防サービスのみを単独で提供している革某所   

有する看（介護支技専門員等）  
2．上記以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

蔓  ・訪問入浴介護サービスの指定も受けており、当該サ ービス   
の穏香もモデル番董の調香とLて併せて重液することが可能  

‖        l   i 払透予防訪問入浴介護室  同上  な事業所  
・介護予防サービスのみを単独で提供している事薬所  

！   2．経営主体及び事案所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
F   原則として、本制度の調査員養成研修を  

履修し、調査員として登録されている者 で 
、次の1又は2に該当する者を原則とし て各2人  

ことが可能な畢  
介護予防訪問看護  菓所  

1．介護サービスに関する知識を予め 有する者（看）  
護師等  

2．上記以外の者   
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

原則として、本制度の調査員養成研修を  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供イ本  
履修し、調査員として登録されている者  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  ■訪問リハビリテーションサービスの指定も受けており、呈  

該サービスの諭呑もモデル蕃姜の調香とl一て併せて実施する  

介護予防訪問リハビリ                 て各2人     1 介護サービスに関する知識 予め  ことが可能な事業所  丁－ソヨン  有する者（理学療法士・作業療法士 
・  

言語聴覚士等）  

2．上記以外の看   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

l  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体 
原則として、本制度の調査員養成研修を  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。   
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  
て各2人  ー 当該サビスの調香もモデル怒董の≡滑香とl一て併せて婁施す  

介護予防適所介護  
1．介護サービスに関する知識を予め   ることが可能な事業所   

毛 l  

有する看（介護支援専門員等）   ・介護予防サービスのみを単独で提供している事業所  

‖  
2．上記以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

き  
【  

円 篭認知症対応型通所介護  
配  

l  

l   
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象啓菜所選定基準   

1．選定に当たっては．以下のような異なるサービス提供体  
制の幸楽所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

原則として、本制度の調査員養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  

ービス  

介護予防認知症対応型     て各2人  
の静香もモデル恵韮の彗源育とLて併せて要施することが可能  

星  

通所介護   
な事業所  
・介護予防認知症対応型サービスのみを単独で提供している  

有する者（介護支援専門員等）  
2．上官己以外の者   

事業所  

2，経営主体及び事薬所の規模についても、都道府県の爽惰  
に応じた多様な様態を選定すること。  

原則として、本制度の調査員避成研修を  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
履修し、調査最として登録されている者  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  ・適所リハビリテーションサービスの掃定も受けており、患  

ー モデル泰斐の調香として併せて垂縞する  

介護予防適所リハビリ                 て各2人  紘サビスの甜呑も   1．介護サービスに関する知渡を予め  ことが可能な串築所  丁－■■ソヨノ  有する者（理学療法士 
一作薬療法士・  

昔話聴覚士専）  

2．上貰己以外の者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

6  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
原則として、本制度の調査員養成研修を  
履修し、調査艮として登録されている者 で 

介認予防特定施設入居    、次の1又は2に該当する者を原則とし て各2人  当該サービスの調香もモデル塩董の調香とLて併せて垂   

着生活介護（有料老人  施主五ことが可能な事業所   
ホーム）  1．介護サービスに関する知識を予め 有する者（介支援門盈等）  

琵専  
2．上苫己以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

地域密着型特定施設入  
居着生活介護（有料老  同上   

経営主体の形態、運営の形態が偏らないように配慮するこ  

人ホーム）  
と。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

介護予防特定施設入居   
・特定人居着生活介護（軽費老人ホーム）の指定も受けてお  
り、当該サービスの調香もモデル轟董の調香として併せて奏   

着生活介護（軽費老人  同上  施主五ことが可能な事業所。   
ホーム）  ・介護予防サービスのみを単独で提供している事業所  

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

地域密着型特定施設入  
経営主体の形態、運営の形態が偏らないように配慮するこ  

人ホーム）   

居着生活介護（軽費老   同上  

と。   
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

巨  

原則として、本制度の調査風養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  選定に当たっては、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特  
て各2人   定介護予防福祉用具販売サービスのいずれか又は全ての指定  

介護予防福祉用具貸与              1．介護サービスに関する知識を予め  も受けており、当該サービスの調香もモデル轟婁の調香とL  
E  有する者（介護支援専門員等）   ．併せて婁施することが可能な事業者を考慮すること。  

2．上記以外の者  

E  

巨 E   

盲  

選定に当たっては、福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸  
与、特定介護予防福祉用具販売サービスのいずれか又は全て  

特定福祉用具販売   同上  の指定も受けており、当富豪サービスの調香もモデル恵璧の閻  
粛として併せて婁施することが可能な事業者を考慮するこ  
と。   

選定に当たっては、福祉用具貸与、介箆予防福祉用具貸  
特定介護予防福祉用具   

同上  
与、特定福祉用具販売サービスのいずれか又は全ての指定も   

販売  受けており、当該サービスの調香もモデル婁韮の調香とLて  
併せて婁施することが可能な草葉者を考慮すること。   

1．選定に当たっては、介護予防短期入所生活介護、地域密  
着型短期入所者生活介護サービスのいずれか又は全ての指定  
も受けており、当該サービスの調香もモ デル窓姜の調香とL  

短期入所生活介護   同上  て併せて宴施することが可能な事業者を考慮すること。  

2．施設形態（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人  
短期入所施設）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては、短期入所生活介護、地域密着型短期  
入所者生活介護サービスのいずれか又は全ての指定も受けて  
おり、当該サービスの調香もモデル整斐の調香として併せて  

介護予防短期入所生活  

介護  
同上  塞施主ることが可能な事業者を考慮すること。  

2．施設形態（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人  
短期入所施設）等にも配慮して選定すること。   

毛  【  

1．選定に当たっては、短期入所生活介護、介護予防短期生  
活入所者介護サービスのいずれか又は全ての指定も受けてお  
り、当該サービスの調香もモデル婁董の調香とLて併せて婁  

地域密着型介護老人福  
祉施設入所者生活介護  董   

同上  施主ることが可能な事業者を考慮すること。  

n 己  H u 篭 

（人ホ‾ム、老人   
） 
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区分   調査虔候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

原則として、本制度の調査免養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  1．選定に当たっては介護予防短期入所療養介護（介経老人  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  保健施設）サービスの措定も受けており、当該サービスの韻  

デル 施することが可能な串  
短期入所療養介護（介 護老人保健施設）             て各2人  呑もモ審姜の調香とLて併せて婁   1．介護サービスに関する知識を予め  

有する者（理学療法士・作業療法士・  
音譜聴覚士辱）   2．医療機関の種類（病院・診媛所）及び施設形態（従来  
2．上首己以外の者   型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては短期入所療養介護（介護老人保健施  
殴）サービスの指定も受けており、当滋サービスの調呑もモ  

介詮予防短期入所療養   デル恵整の調香とLて併せて蛮族することが可能な事業者を   

介護（介護老人保健施  同上  考慮すること。   
設） も  

2．医療機関の種類（病院・診療所）及び施設形態（従来  
型、ユニット型）等に配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては介護予防短期入所療養介簸（介護療養  
型医療施設）サービスの指定も受けており、当該サービスの  

短期入所療養介護（介  
もモデル施重の閤杏とl＿て併せて宴】綴することが可能な  

護療養型医療施設）   
同上  寧業者を考慮すること。  

2．医療捜関の種類（病院・診療所）及び施設形態く従来  
型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては短期入所療養介護（介琵療養型医療施  
設）サービスの指定も受けており、当該サービスの調盃もモ  

介護予防短期入所療養   デル塞姜の調香とLて併せて要施することが可能な寧薬者を   
介護（介護療養型医療  同上  考慮すること。  
施設）  

2．医療機関の種類（病院・診療所）及び施設形態（従来  
型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   
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r介護サービス情報の公表」制度経進事業交付要綱（案）  

在宅福祉事業費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

3 この補助金は次の事業を対象とする。  

～（略）～   



r介護サービス情報の公表」制度推進事業の内容   

平成19年度においては、平成18年度に事業所情報公表項目案の検討を  

行った介護予防サービス等の22サービス（細分ベー ス）を対象とするモデ  

ル調査事業を実施する予定としている。   

これらのサービスの多くは、基礎となる介護サービスにかかる情報公表が  

今年度までに施行されており、これらを併せて実施している事業者の事務的  

な負担等を考慮した効率的な報告・調査を実施することを念頭においたモデ  

ル事業を実施する。   

当該サービスに係るモデル調査事業調査員中央研修を6月中に実施する予  

定としている。各都道府県においては、モデル調査事業調査員の選定、中央  

研修会への派遣等について、速やかな手続きをお願いしたい。中央研修受講  

調査員については、5月下旬頃には把握する予定としているので了知された  

い。   

モデル調査事業では、次のような流れで、各種課題を抽出する予定である。  

なお、各種調査票については、支援センターが実施する中央研修会において  

お示しするので了知されたい。   

なお、システム改修を本年度末までに実施する予定のため、モデル事業に  

係るスケジュールを昨年度より前倒しして実施することとしており、調査結  

果の集計については、7月中を目途に支援センターが行う調査研究事業の中  

で全国集計を行うこととしているので、各都道府県においては、調査後の調  

査票及び調査結果を七月末までに支援センター宛送付願いたい。   

また、報告書については、8月末までに当職宛送付願いたい。  
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【各種調査票による課題の抽出】  

1 基本情報項目調査票（事業所用）   

基本情報項目について、事業所が記入するに当たっての問題点の抽   

出  

2 調査情報項目調査票（事業所・調査員共通）  

・事業所において、予め記載されている確認のための材料に基づく事   

実確認及び予め記載されていない確認のための材料の抽出  

・調査員が行う確認のための材料の事実確認における問題点の有無の  

抽出  

3 総括調査票（事業所用）   

事業所が訪問調査を受けるに当たっての負担、訪問調査の内容等に   

係る問題点の抽出  

4 総括調査票（調査員用）   

調査員養成研修の内容、訪問調査を行う調査員の構成、調査業務の   

量、訪問調査の内容等に係る問題点の抽出  

【検証会議における意見の抽出】  

1 各種調査票に基づいて、調査票の記載が困難な項引こ関する意見、   

調査票記載内容に関する補足的意見等を抽出  

・事業所からの意見   

・調査員からの意見   

都道府県（及ニミ事業受託守倖）と調査員及び事業所との問で、次の   

事項に琶十る書見交換を予〒、、そこで得られる意見等を抽出  
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・実施体制に関する意見  

・事業全体の運営方法に関する意見  

・その他  

【報告書の作成】  

（注）適宜、調査対象サービスごとに区分して記載  

1 各種調査票の集計結果  

① 基本情報項目調査票（項目記載上の問題点）の集計結果   

② 調査情報項目調査票の集計結果   

③ 総括調査票（事業所用）の集計結果   

④ 総括調査票（調査員用）の集計結果  

2 検証会議における意見   

① 事業所からの意見   

② 調査員からの意見  

3 都道府県における意見（1、2等を踏まえた次の①から⑥に関する   

総括的意見）   

① 実施主体の業務に関する意見   

② 実施体制に関する意見   

③ 調査方法に関する意見   

④ 訪問調査を行う調査員の構成に関する意見   

⑤ 事業所情報公表項目に関する意見   

⑥ 情報の公表方法に関する意見  
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○モデル調査実施に当たっての留意点  

（a）個人情報の取扱い  

事業所の訪問調査においては、本来は、事業所が保有する利用者又は   

家族に関する個人情報を閲覧する機会があるが、事業所には、個人情報   

の保護に関する法律の規定に基づく個人情報の利用目的による制限があ  

る。  

このため、モデル調査事業実施に当たっては、事業所は、事業所が自   

ら調査情報項目を記入する際に用いた確認のための材料のうち、個人を   

特定する情報を消除したサンプル1部を事前に準備するものとする（す   

なわち、モデル調査事業においては、個人情報の閲覧は行わない。）。  

【個人情報の保護に関する法律】  

：（平成15年5月30日 法律第57号）  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

： （利用目的による制限）  
1  

1  

1  

1  

1  

：第16条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定によ： l  
l  

l   

l  

三 り特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならな：  
1  

t   

1  

l  

l  

1   

＿   ト．．1⊥ L【▼▼・＿．，＿」＿川■．′ 、  ■，．．．  ‥                                        1 ：2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業：  
l  

l  

l   

l ： を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ない：  
1  

1  

1   

I  

；で、承継前における当該個人情報の利朋的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人：  
l  

情報を取り扱ってはならない。  
1  

1  

；3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない 

一 法令に基づく場合  
暮  
l  

l 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意：  

を得ることが国難であるときこ  
；   

l  

… 三 公衆衛生の向上叉は児童の健全チこ育成の推進のたダ）に特に必要がある場合であ  
墓  
乙  
∋  、 天人イj司書を得る二ニズ′三：ア警圭てご1）る±き  

ぎ  
E  ・ニニノ77；・  

∴三さ」方ごこ幸計喜一杢て；二そ＝7、苦言三を壬：ナた音う二法含こ「ノ盲）′ふ）そ享子芳を  
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遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることに：  
l  

l  

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  
l  

l  

l  

－ ■ 一 － ■ ■ ■ － ■ ■ －1■ ■ － ■ ■ ● ■ ■■ ■ ● － ■ ■ ■ － ■ ■ ■■ ■■ － ■ ■ ■ ■■l■l一 ■ －1■ ■■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ － ■ 一 ■■ － ● 一 ■■ ■l■■ ■■ ■ ■ － t■ ■ ■■ －1■1－ ■ ■l■ 一 ■ ■ ■ ■ ■■ －－  

（b）守秘義務の取扱い  

調査員は、訪問調査に当たり、事業所の運営内容等を知り得る立   

場にあることから、都道府県又は事業受託団体と調査員との間にお   

いて、モデル調査事業実施に当たっての守秘義務に係る誓約書を取   

り交わすこととする。  

また、誓約書の様式例を次のとおり示すので参考にされたい。  

なお、本事業を委託により実施する都道府県にあっては、事業受   

託団体と委託契約上、守秘義務に関する定めを置くこととする。  
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（様式例）  

誓 約 書  

「介護サービス情報の公表」都道府県モデル調査事業における事業所の調：  
1  

l  

；査に当たり、次のとおり誓約します。  
l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

■  
1  

1  

1  

1  

1  

l  

：調査に携わったことにより知り得た次の情報について、当該事業を遂行す…  
1  

1 ：る者以外の第三者に漏洩しないとともに、当該事業の目的以外に使用しない。  
t  

■  
： また、当該事業終了後においても同様とする。  
l  

l  

・利用者及び家族の個人情報  
I  

l  

・事業者の業務内容、経営内容等の情報  
1  

1  

・その他、調査を通じて知り得た情報  
l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

I  

t  

l  

平成  年  月  日  

実施主体  

代表者  殿  

住所   

調査員氏名   
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（c）モデル調査事業の実施要領（案）  

モデル調査事業の流れ、実施要領（案）は、以下に示すとおりで   

ある。  
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t3）甜う道府県モデル調査事業の流れ  

都  道 府 県 モ デ ル  調 査 事 業 の 実 施 方 法  手 順  

．デ1ご＝テデル云評密血 アブ  

介讃サービス事業所  

事前説明会への参加   

調査票様式の受領  

三方問岩間蛮日程の確定等   

l  

⑧ 調査買の受領  



都 道 府 県 モ デ ル 調 査 事 業 の 実 施 方 法。事 順  

堅コ  、・．‥－、・：ノ殿誉＝・2ノ  

声    ＿…＿．」  介讃サービス事業所  都 道 府 県  支援センター  

u l 】 n u l u 】 】 十      言方問調査の実施                 1     ⑩ 総括調査票の作成               ⑪ 調査結東・総括調査     霹の送付  

i 

Ⅰ   

喧）訪問調査への同行（適宜）  

－
∽
N
－
 
 

】         ロ       ；                I  

¢初 調査結果（写）・総括  
調査票（写）の受理  

検証会議への参加   

］
 
 

】j一 章同告言の受王望  



（3）モデル調査事業の実施要領（案）  

l  

スケジュール項目   

⊆  

施   内   容   

留意点  u   

呈モデル調査事業の   
‖  

利用者び介護サービス事業竃を選択するに当たっての判断に  

主目的  資する情報を円滑かつ容易に取得できる環境整備を盗るため、  

介護サービスに関するモデル調査を実施し、調査内容、訪問調  

盲 査を行う謁査員の構成、研修カリキュラム、実施体制等の検証  t   

を行うこと。  

1．［弼呈及び会場  

日程及び会場については調整中。  中央研修への参加  

2．留意点  

・都道府県職員の参加者数は、会場規模の都合により全サービ  

スを通じて原則2名とする。  

なお、事業を委託している場合は、受託直体の職員が都道府  

県職員と同行して差し支えないが、その場合であっても、合  

計2名以内とする。  

・中央研修修了者については、介護サービス情報公表センター  

から都道府県に対して研修修了者名簿が送付される。また調  

査員に対する修了証の交付を行う。  

1．日程  

・各サービス用調査票様式が完成次第、当職から都道府県に対  

して速やかに送付する。  

①調査票様式の   

送付  

②調査票様式   

の受領・確認  2．手順  

・調査票様式の送付  

各調査票様式等は原則電子媒体にて送付する。（①基本情報  

項目、②調査情報項目、②総括調査票（吉尾査員用）、④総括  

調査票（事業所用）宅）その他必要書類）  

・調査票様式の受領・確認   

都道府県は、調査票様式受領後速やかこ確認し、受領した   

旨を当職宛に連結する。  

1。充容  

書記書芸頭蓋ど言、講喜真 皮び事業所に文才し、太モデル喜美の逗  萱∴事前三三班会の琶  
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旨の徹底、理解の促進を図る観点からの説明を行うとともに、  

訪問調査の日程、段取り等を確認するために実施する。  

2．日程  

・中央研修終了後、1日程度で実施する  

・各サービス毎の開催、複数サービスをまとめて開催、全サー   

ビス同時開催等適宜開催して差し支えない。  

3．参加者  

・調査員、事業者及び都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

とする。  

4．手順  

・必要書類の配布  

（調査員）  

・総括調査票（調査員用）  

（基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票について  

は、事業所が記入した後配布）  

・委嘱状等（各都道府県の実情に応じて）  

・守秘義務遵守に関する誓約書（様式例参照）  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

（事業所）  

・調査票様式  

（①基本情報項目、②調査情報項目、③総括調査票（事業   

所用））  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

・モデル事業の趣旨説明   

中央研修会資料等に墨つき、調査員及び事業所に対する「介   

護サービス情報の公表」制度の趣旨・目的、モデル調査の   

趣旨・臼的、内容等についての説明を行う。  

・訪問言局査日程の確定等  

（事業所からの調査票の提出期限）  

都道府県と事業所との問で、事業所が記入した基本情報  

項目調査票及び調査情報項眉調査票の提出期限を定めて  

おく。（基本的に、事前説明会終了後、速やかな記入を依  

頼する。）  

また、総括調喜票（事業所用）は、訪問調査終了後達や  
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かに送付することとして定めておく。  

（訪問調査の日程調整）   

訪問調査の日程調整は、関係者が一堂に会する事前説明   

会時に行ってお＜ことが望ましい。   

また、実際の訪問調査は事前説明会終了後から7月末   

までの早い段階で適宜実施する。  

（調査員からの調査結果の提出期限）   

基本情報項自調査票及び調査情報項目調査票については、   

各訪問調査終了後速や訊こ都道府県へ送付することとし   

て定めてお＜。   

また、総括調査票（調査員用）については、各調査員が   

担当する全ての訪問調査終了後速やかに送付することと   

して定めておく。  

尾 部道府県は、事業所から提出された言局査票について、各吉尾  

査員用1部つつ（合計2部）をコピーし、調査員へ送付す  

る。  

ミ．●二・・  

了 各喜冒重責による書琶歪票の確認  9訪問講三の実施  
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② 調査員問の事前打ち合わせ  

必要に応じて、調査員間でヒアリングの役割分担等の事   

前打合せを行う。  

③訪問調査の実施   

訪問調査は、中央研修の内容に即して実施する。  

④都道府県職員の訪問調査への同行  

都道府県職員は、適宜訪問調査へ同行して差し支えない。   

（実施手順）  

⑩総括調査票   調査員及び事業所は、訪問調査終了後速やかに、各総括調査   

の作成   票を記入する。   

（実施手順）  

⑪調査結果  ・調査員   

調査票の送付   調査員は、基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票を  

都道府県へ送付する。  

また、調査員が担当する全ての訪問調査終了後速やかに総  

括調査票（調査員用）を都道府県へ送付する。  

・事業所  

事業所は、訪問調査終了後速やかに、総括調査票（事業所  

用）を都道府県へ送付する。  

（実施手順）   

⑫調査結果・総括   ・調査員からの調査結果・総括調査票   

調査票の受理   ① 都道府県は、調査票の受理後、記入内容を確認し、無記入   

⑱調査結果（写）   欄がある場合には、調査員へ確認の上、都道府県において記   

の送付   入する。  

t  

②都道府県は、調査員からの調査結果（基本情報項目調査票   

篭   （写）、調査情報項目調査票（写）、総括調査票（写））を適   

宣取りまとめ、介護サービス情報公表支援センター宛に送付   

する。（介護サービス情報公表支援センターにおいて集計を行   

うこととしているっ）   

眉   

卜事業所からの総括調査票   

＝‾ 

－ 
l  
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1 内容   

調査結果及び課題を集約・整理し、事業主体の業務、実施体   

制、調査方法、調査員の構成、事業所情報公表項ヨ案等の検証   

を行う。  

2 ［∃程  

訪問調査終了後、各サービス毎の開催、複数サービス（類似   

サービス等）をまとめて開催等適宜実施する。  

3 参加者   

調査員、事業者、都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

4 資料  

・基本情報項日調査票調査結果  

・調査情報項目調査結果  

・総括調査票（事業所用）調査結果  

・総括調査票（調査員用）調査結果  

・その他  
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介護俵険事業費補助金  

「介護サービス情報の公表j制度支援尊貴嚢施要綱（案）  

1．目的  

利用者の権利擁護、サービスの質の確保等の観点から、介護サービス事業者に対し、   

利用者の適切な介護サービスの選択に資する情報を公表する「介護サ山ビス情報の公   

表」制度の円滑な施行の支援を行うことを目的とする。  

2．事業実施主体  

事業の実施主体は都道府県とする。ただし、事業の全部又は一部をこの事業を適切   

に実施することができると認められる団体等に委託することができる。  

また、都道府県に替わって、介護保険法第115条の36に規定する指定情報公表   

センターの指定を受けた法人及び介護保険法第115条の30に規定する指定調査機   

関の指定を受けた法人が事業を実施する場合には、当該法人に対して助成することが  

できる。  

3．事業内容  

（1）介護サービス情報の公表事業  

介護サービス情報の公表制度の調査事務、情報公表事務等の円滑な施行のため  

に必要な事業とする。  

（2）都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）導入事業  

別途開発する都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）につ   

いて、都道府県において導入する事業とする。  

（3）普及・啓発事業  

「介護サービス情報の公表」制度について事業者、利用者等に対する普及8啓   

発を行う事業とする。  

（実施方法）  

次の事業を実施する。  

ア パンフレット等の作成  

イ 広報誌等捨作成  

Ieヽヾ・       r「 こJ■∵ポ∵ウニ等の問′違  

－  

」・一       ／L■－－  
－  一1、 －－  ．－＼、  
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（4）調査員指導者喜成事業  

部道府県において、調査員指導者を童成する事業とする。  

4．経費の補助  

この実施要綱により実施する琴董については、予算の範囲内で補助するものとす   

る。  
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r介護サ騨ビス情報の公表j制度支援事業交付要綱（案）  

介護保険尊貴費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

3 この補助会は次の事業を対象とする。  

～（略）～  

基  準  額   対  象  経  費   補助率   

厚生労働大臣が必要と認めた額   「介護サービス情報の公表」制  1／2  

度支援春美に必要な賃金、需用  

費、役務費、委託料、使用料及び  

賃借料、備品購入費、負担金、報  

酬、報償費、旅費、通信運搬費、  

補助金（指定情報公表センターの  

指定を受けた法人が事業を実施す  

る場合は、都道府県が助成する対  

象経費として、給料、職員手当及  

び社会保険料事業主負担金を含  

む。）  

王  】   
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今後のスケジュ騨ルについて  4   
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磨ノ介讃サ軸ビス情報の公表」  

今後のスケジュールについて（予定）  

事  項   内容、スケジュール等   

1項目（案）の骨格については平成19年中に固めることを目途とする。  
（サ】ビスの追加）  ・平成20年2月公布  
ミ         厚  
生  

労  ・改正施行通知（平成20年2月上旬）  
働  
′か  
’官   

制度の普及■啓発  ・適宜実施   

（利用者・事業者団体等）  －
∽
N
－
 
 

事  項   内容、スケジュール等   

モデル調査事業   ・中央研修会（平成19年6月）  
・モデル調査（平成19年7月）  
・結果の報告等（平成19年 調査票 7月末、報告書 8月末）   

調査員（指導者）養成  ・追加サービスの調査員指導者の養成（平成20年2月～）  
・追加サービスの調査員養成研修（平成20年3月～）  
一調査員の登録（平成20年4月）   

公表システム整備   ・追加サービス分のシステム尋入（平成20年3月～）   

制度の普及・啓発  ・適時実施  

（利用者・事業者団体等）  



項   内容、スケジュール等  
事  

ニ巨デル調査員中央研修  ■中央研修会（平成19年6月）   

項目作成等   ■検討部会等の開催（平成19年8月～平成20年2月）   
19’作成の22サ址ビス   19’作成の22サーヒ●ス（平成19年 8月下旬～9月）   
20’作成のサ臍ビス（未定）   20’作成のサーヒ●ス （平成19年12月～平成20年2月） ※（19’作成の22サービス項目確定後）   

・追加サービス分の開発   
（平成19年11月～平成20年3月）  

・開発・導入の実施（平成19年11月～平成20年3月）  公 都道府県分    寧 ニ〆 ニス ・・テ中央分 ．ム  
調査員養成研修教材  ・教材作成（平成19年12月～平成20年2月）   

調査員指導者養成  ・養成研修の開催（平成20年2月）   ※（調査員養成研修教材作成後実施）  

制度の普及・啓発支援  
（利用者一事業者団体等）  

．
い
 
■
・
・
…
…
・
．
 
∴
ハ
十
∵
、
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′
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平成19年度システムの配布につい  

て  

5  
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平成19年度介護サービス情報公表システムについて  

1牒王  
介護サービス情報公表システム（以下、公表システムという）の配布スケジ  

ュールにつきましては、厚生労働省より平成19年1月25日の事務連絡にてお  
示ししております通り、下記のスケジュールにて準備をしておりますのでご確  

認ください。   

（1）新規3サービス及び既存9サービスのシステム改訂   

① 調査票配布（暫定版）  4月10日（月）＜配布済＞   

② 調査票集約支援ツール配布（先行版）  5月21日（月）（予定）   

③ 公表システム本体改訂ソフト配布  6月中（予定）  

乱調査票配布（暫定版）＜4月10日配布済＞  
調査票（暫定版）は、19年度早期に介護サービス情報の公表の報告、調   

査等を実施される都道府県において調査票が必要となるため、早期提供を重  

視し作成したものです。  

公表システムの全体の構築上、この時点では十分な検証（稼働確認）がで  

きていないため、単なるエクセルの調査票のみに使用するための提供であり  

CSV変換ができるものではありません。（②の調査票集約支援ツール、③  

の公表システム本体改訂ソフトに対応するものではありません。）  

この調査票を使用している場合は、②の調査票集約支援ツール（暫定版）  
の調査票（ツール検証済）へのデータのパンチまたはデータコピーの作業が  

必要となります（セル毎のコピーが必要）。  

その他、4月10日の配布物といたしましては、記入要領、記録要領（暫  
定版）をお送りしておりますが、記録要領（修正版）は5月に同時配布する  
予定となっております。また、4月12日には、調査票（訪問リハビリテー  

ション）と記入要領の差し替え版を送付しておりますので、ご確認ください 。  ②働）  
調査票集約支援ツール配布（先行版）は、本来、③公表システム本体改訂  

ソフト配布（6月中）の際に併せて配布いたしますが、少しでも早く都道府  

県における情報の公表業務が実施できるよう事前に配布するため（先行版）  

としています。，  

ただし、調査票集約支援ツール（先行版）は、稼動テスト済のものであり、  

CSV変換が可能となりますので、このまま業務にご使用可能です。（③の  

公表システム本体改訂ソフトに対応するものです。）  
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5月21日に配布を予定しているものは、下記の通りとなります。  

・調査票集約支援ツール（業務上使用可能：先行版）  

・マニュアル（調査票集約支援ツール対応）  

・調査票 （ツール検証済：正式版）   

埠 調査票変更履歴一覧（暫定版と正式版の変更履歴一覧）  

・記録要領（修正済：正式版）  

（ご参考：調査票にかかる主な変更点（現時点で項目の増減・移動等はございません。））  

・入力規則・書式設定・コメント・記載文言等の修正  

・シートの保護を設定  

③ 公表システム本体重訂ソフ御）   

公表システム本体改訂ソフトは、19年度に対応する最終的なシステムの  

配布となります。これには、②と同様の調査票集約支援ツールも併せ配布す  

る予定です。   

6月中に配布を予定しているものは、下記の通りとなります。   

・公表システム本体改訂ソフト   

・マニュアル（公表システム本体改訂ソフト対応）   

・調査票集約支援ツール（正式版）   

・データ移行ツール（※）   

・手順書（データ移行ツール対応）  

※ データ移行ツール   

19年度システムでは、同じデータベースに18年度データと19年度データの   

両方を持たせます（18年度システムでは単年度（18年度）のみの対応としてお   

りました）。調査票の項目が異なることで、新システムより複数年度に対応するた   

めに、新たに「計画年度」という共通項目がデータベースに追加されます。したが   

って、現行の18年度データを新システムのデータベースに対応させるため、「デ   

ータの移行」が必要となります（18年度データに計画年度を追加することにより、   

複数年度のシステムに対応できるようにします）。  

細て   

（1）バージョンアップ対応等について（事務連絡（2007／04／13））   

（要旨）公表システムにかかる製品（動作保証範囲内）のバージョンアップ等  
につきましては差控えていただきますようお厚真い牢し上げます。また、  

動作保証範選外の製品等につきましては都道府県・公表センターの責  

任にてご対応ください「  
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（2）公表システムの作動にかかる周知事項について（事務連絡（2007／05／01））  

（要旨）個別のパソコン設定（インターネットにおけるプライバシー設定）  

等により、公表システムが利用できないケースがありますので、現  

象・対処法につきご承知おきください。   

（3）都道府県データの提供について（事務連絡（2007／05／08））  

（要旨）今後のデー タ提供につきましては、随時ご提供をいただけますよう  

お願い申し上げます。  

阜⊥卵こついて（ご参考）  

○平成18年度公表システム関連一式の郵送（5月31日）   

（調査票（確定版）、調査票集約支援ツール、マニュアルー式、アプリケー  

ションインストール用CD－ROM、アプリケーション導入手順書）  

○システムヘルプデスクの設置（6月1日）  

ヘルプデスクへの質問は平成19年2月末までで761件となっておりま  

す。  

○都道府県設置のDBサーバの取扱いに関する注意事項（8月11日）  

DBサーバ導入手順書（Taminoシャットダウン手順書）の送付  

○集計システム用のルータ設置に関するご案内（10月31日）  

○データ提供に関するお願い（19年1月10日）  

○公表システムに関する改善要望を収集（19年1月16日）  

メーリングリストを活用して、公表システムの改善に関するご意見・ご  

要望をお伺いしたところ、67件が寄せられました。これまでにいただい  

た44件と合わせ111件のご意見・ご要望をいただいております。  

これに対し、平成19年度対応の新システム（18年度システムの改訂  

＋19年度から追加の3サービスに対応するシステム）の導入に伴い、8  

件の要望に対応させていただきました。それ以外の案件に関しましては、  

システム対応不可と思われる案件等も含み、今後のシステム改善に向けて  

の評価・検討の際に活用させていただきます。  
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○介護サービス情報公表システムの利用に関する注意事項について   

（椚ndows Vista等に関する対応について）（19年2月19日）  

現状としましては、動作保証範匪をOS：Windows2000・WindowsXP、  

Excel：Exce12000・Exce12003としております。その他、WindowsVista  

等の動作環境においては、文字コード等への対応において不具合が生じ  

る可能性がある旨を注意喚起させていただきました。   

O「全国介護サービス情報サイト一覧」ページの更新（19年2月20日）  

（公表画面トップページの日本地区にかかる全都道府県リンク先情報を  

設定）   

○ その他（不具合対応等）   

・調査票集約支援ツールの不具合（必須入力）修正対応（6月14日）   

・公表画面の文字化け対応（例：「庄）」→「（1）」）（8月23日）   

・基本情報項目（訪問看護）にかかる不具合修正対応（9月27日）   
・調査票集約支援ツールの不具合（率・割合等の自動変換、エラーチェッ  

ク等）修正対応（12月7日、2月25日）  

4．その他   

公表システムにかかる業務対応の中で、新たに出てくる案件等（不具合や  

改善要望等）に関しましては、随時検討していくこととさせていただきます  

ので、宜しくお願い致します。  
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6 推進協議会の運営について  
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○ 制度推進協議会の登録状況について  

都道府県及び指定情報公表センターの制度推進協議会の登録状況は次のと   

おり。（平成19年5月14日現在）  

介護サービス情報の公表制度推進協粗金  
都道府県・指定情報公表センター会見登録状況  

都道府県   
会員登録  の有無  

都道府県  公表センター   

北海道   （⊃   ○   
2   ○   ○   
3   ●   ○   
4   宮城県   ○   ○   
田   秋田県   0   ○   
田   山形県   ○   ○   
7   ○   ○   
8   ○   
9   栃木県   ○   0   
10   ○   
印   埼玉県   ○   ○   

四   千葉県   ○   県直営   
岨   ○   ○   
14   神奈川県   ○   ○   
15   県   ○   ○   
16   富山県   ○   ○   
㈹   石川県   ○   
18   ○   （⊃   

19   山梨県   ○   ○   

20   長野県   ○   県直営   

21   岐鼻県   ○   ○   
22   静岡県   ○   ○   
23   愛知県   ○   ○   
24   三重県   ○   ○   
25   滋賀県   ○   ○   
26   ○   ○   
27   大阪府   ○   ○   
28   兵庫県   ○   ○   
29   ○   ○   
30   和歌山県   

奈良県  
○   ○   

31   鳥取県   ○   県直営   

32   島根県   ○   ○   
33   岡山県   ○   ○   
34   広島県   ○   ○   
35   山口県   ○   県直営   
36   徳島県   ○   ○   
37   香川県   ○   ○   
38   愛媛県   ○   ○   
39   高知＝県   ○   ○   
40   福岡県   ○   ○   
41   佐賀県   ○   （〕   

42   長崎県   ○   ○   
43   熊本県   ○   ○   
44   大分県   ○   ○   
45   宮崎県   ○   ○   

46   鹿児島県   ○   ○   
4了   沖縄県   ○   ○   ！   

47  41  

－72－   



介護サービス情報の公表制度推進協蔑会設置要綱  

（名 称）  

第1条 本会は、介護サービス情報の公表制度推進協議会（以下「推進協議会」という。）   

と称する。  

（目 的）  

第2条 推進協議会は、介護サービス情報の公表制度の運営に当たり、国や都道府県間等   

において全国的・広域的な見地から協働して推進していくことが適当と考えられる事項   

について、協議しながら連携し実施していくことを目的とする。  

（会 員）  

第3粂 推進協議会の会員は、原則として、都道府県、指定情報公表センター、社団法人   

シルバーサービス振興会及び国であって、推進協議会の目的に賛同したものとする。   

2 会員は、別に定める様式に必要事項を記入の上、事務局に提出し会員登録を行う。ま   

た、会員に変更がある場合又は退会しようとする場合は、別に定める様式に記入の上、   

事務局に提出し登録の変更又は抹消を行う。なお、この事続きがなされない限り、会員   

の登録は自動更新されるものとする。  

（協議事項）  

第4条 推進協議会は、会の目的を達成するため、次の事項について協議を行う。  

（1）介護サービス情報の公表制度の運営に当たり、国における制度施行状況等に関する   

情報の収集、各都道府県間の取り組み状況の把握、これらに関する意見交換等に関す  

る事項   

（2）介護サービス情報の公表制度の運営に当たり、国、社団法人シルバーサービス振興   

会・介護サービス情報公表支援センター（以下「支援センター」という。，）、都道府県  

間等において必要となる支援方策に関する事項   

・調査の均質性の確保iこ関する事項  

・調査事務及び情報公表事務の省力化、支援方策等に関する事項  

介護サービス情韓の公委制度Ⅴ）普及啓弓主に間十る事項  

∴さしり他、とl莞7㌧こモ環方策に問十ろ事巧  
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（3）その他、推進協議会の目的を達成するた捌こ必要な事項  

（運営委艮会）  

第5条 推進協議会の取り組みを円滑に進めるため、必要に応じて運営委員会を設置する   

ことができる。また、運営委員会には、代表を置く。  

2 運営委員会は、推進協議会の取り組みを円滑に進めるため、必要に応じて推進協議会   
に付議する事項について事前に協鼓する。  

（事務局）  

第6条 推進協議会及び運営委員会の事務局を、支援センターに設置する。   

2 事務局は、推進協議会及び運営委員会の事務を行う。また、推進協議会及び運営委員   

会の取り組みを円滑に進めるため、これらに付議する事項の原案等を作成する。   

3 事務局は、推進協議会及び運営委員会の協議の結果を受け、介護サービス情報の公表   

制度を円滑に運営するに当たって必要な事業を実施する。  

（事務局等経費の負担）  

第7条 事務局は、会員がそれぞれ負担することが適当な費用について、会員に対する説   

明を行い、会員の同意を得て徴収することができるものとする。  

附則   

この要綱は、平成18年4月1日より施行する。  
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廟道府県廟  

介護サービス情報の公表制度推進協議会登録申請書  

介護サービス情報公表支援センター長  

（介護サービス情報の公表制度推進協議会事務局長）殿   

介護サービス情報の公表制度推進協議会設置要綱第3条2項の   

規定に基づき、下記の内容にて登録いたします。   

＊登録者は主管部（局）（組織で）を登録いただくこととなります。  

申請日  平成  年  月  
R
【
 
 

都道府県名   

連
絡
先
担
当
者
 
 

T E L  

ヨ
 
 
 
m
 
 

⊂
L
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指定情報公表センター用  

介護サービス情報の公表制度推進協議会登録申清書  

介護サービス情報公表支援センター長  

（介護サービス情報の公表制度推進協議会事務局長）殿   

介護サービス情報の公表制度推進協議会設置要綱第3条2項の   

規定に基づき、下記の内容にて登録いたします。   

＊登録者は指定情報公表センターを登録いただくこととなります。  

申請日  平成  年  月   日  



廟道府痕画   

介護サービス情報の公表制度推進協議会登録変更届出審  

介護サービス情報公表支援センター長  

（介護サービス情報の公表制度推進協議会事務局長）殿   

介護サービス情報の公表制度推進協議会・設置要綱第3．条2項の  

規定に基づき登録した内容を以下のとおり変更いたします。  

※ 変更のある事項のみ記入してください。（但し、都道府県名は必須）  

変更申請日  平成  年  月  日  

召   

住 所   
T  

全 
部署名   

i  

巨i t l   

F－   

員．                              F  TEL  FAX   

了了   



指定情報公表センター用  

介護サービス情報の公表制度推進協議会登録変更届出番  

介護サービス情報公表支援センター長  

（介護サービス情報の公表制度推進協議会事務局長）殿  

介護サービス情報の公表制度推進協議会設置要綱第3条2項の   

規定に基づき登録した内容を以下のとおり変更いたします。  

※ 変更のある事項のみ記入してください。（但し、都道府県名及び指定公表センター  

名は必須）  

申請日  平成  年  月   日   



○ 介護サービス情報公表支援センターホームページの開設について  

介護サービス情報の公表支援センターのホームページをリニューアルする   

とともに、全国における介護サービス情報の公表制度の円滑な運営、均質性   

の確保、情報の共有等を目的に制度推進協議会専用ページを設置した。   

（専用ページTOP画面）  
↓
■
t
巨
、
i
 
 
－
 
．
．
．
．
．
－
 
 

介盗サ“ビス慣篭公演玉露センタ叫  
「介琶暫鵬ビス濁鞄の公褒』凱靂推進協汲翁軍用ペ鮒汐  

窒幣野る憎サ‾ビ姻感の公葬臨も駐¢円浦な選臥抱囲箆の変乱慌搾の其閣駅昌捌こ設凱た  電ヒ。・  
「介匹サふビュ隅囁の公葬J艶琶露指還協暁鐘¢啓躍ページです  

‥ 

、j 、＿ 
、  

Q孜．へ  掲示板  

通知・要務悪路  
笹豊粟勤番／′支線センター  

（介護サービス情報Q＆Aページ画面）  

穏捜再見貸与  
管理者のみの要務で萄 れば普くちない。   
他の冊諮と薫宇美していも  
甥告二福祉票皇軍戸『員と  

の琴発等：で有れば、他 の撃琵福祉票旦弓戸弓員  
箋の素人芸きに刀ワン卜す  
る。  

モのコ孝盲、嵩撃ち・罪翠這   

「臆種別の従業者のも女、軌詫汽；璧、栄働時F罰、従業  

者i人禿た刃の封j用著等」  

ユ〇：‾年〇；月i〇E  

苦；星替言、「巽．A、妄㌻パ鯨＝音標そ甘・富托左いか。  
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（介護サービス情報Q＆Aページー質問様式の作成・送付画面）  

退転・寮務遜緒  
擬生労鹿省／壷援センター  

介建サービス昭電  
掲示板  

介道管仙ビス暇馨芝の孟箆監韓について薫琵閻e忘A…慧き  

－ー  －‥ 一ー 
… ．．  ご・  門間様式の作成t送付  

熱弁儲か－ビス慣駒項目（塾奉懐毒掛駒彗情事む笥こついての質問様式を執ナ蓋したので、常闇こ：当たっては、事様式電  
位用いただきますよきあ靂軌lいたしまサー  

艶賢間のルールにつさましては、厚生労働省上り崗れております臥当センタ山への質問は原即比して勘道府県より春機  

拇こて岩村いただぎますようお鼠Iいたしよす。  

l、常闇作成する  阻ヱ」こ上  
右のテンプレートファイルをダウンロードし、ファイル内の入力串璃を記入し東すせ  

三．野間を選付する   

以下の項目壱入力し、質同機式ファイルを薫択稚【送付すも】ボタンをタノッ久，てください。  

雪苫咤菩＝わ一■・・バ  王≡＝  

庸考：  

送付する  

（通知・事務連絡 厚生労働省／支援センター画面イメージ）  

堂路日付  カテゴリ  タイトル  ∴連絡事項  添付ファイル   

★∈XCEし  

し∈L〔迩旦之  

傍考  

「澄年常信聖篭1  

、 ・ 
エ三弓il（）エ∈1月  

〇F  

ユ。、1【rl  

′ l「   

■ カテゴリ：員自  ．了喜セン■：フー  
′’、†し ヨご，－ニニ 気  

K
．
 
 
K
”
 
O
 
C
 
 

〇
 
〇
 
 

F
■
 
 
E
 
 

い
‥
∵
∴
∴
．
 
 
 

l  
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（介護サービス情報掲示板画面イメージ）  

、、 ・、・  

キーワード墳索二  

接種項  数薦乙蔓3響者  

1ノ′29  お安コらせ   m｝皿▼a」ユ」e▲9且a  00県  ○〔）・00  4   

担当：○⊂）  

A皇  00具  （⊃（⊃ ⊂）0  0  

＝呈皇 ○〔）  

1J2⊂〉0：08 一 覧問  

1′29000 おと〇ら了  見脚竪」軋舶▼諷榊＿塾  
長」l■．1」■■  

碑＝曇i工三 巨！  

00府  00 〇〇  2   

享呈当 〇C  

（介護サービス情報掲示板一詳細表示画面イメージ）  
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介護サービス情報の公表制度推進協議会  

専用ページ利用に当たっての留意事項  

当該専用ページは、全国における介護サービス情報の公表制度の円滑な運営、均質性の  

確保、情報の共有等を目的に設置した介護サービス情報の公表制度推進協議会の会員のた  

めの専用ページです。   

当該専用ページの利用は、当センターより推進協議会会員に付与するID、パスワード  

を使用してログインいただくこととなりますが、会員におかれましては、付与されたID、  

パスワードの管理につきまして、管理者を決めていただくなど適切な管理をお願いいたし  

ます。   

利用に当たっては、以‾Fの留意事項をご理解の上をご利用いただきますようお願いいた  

します。   

留意事項は、ご利用状況等に応じて内容を変更することがありますが、この場合、変更  

後の留意事項によるものとします。   

【留意事項】  

（共通）  

● 当該専用ページは、会員内で利用するものとし、当センターより付与したID、  

パスワードを第三者に漏洩したり、目的以外に使用しないこと。  

（介護サービス情報Q＆A）  

● 介護サービス情報以外の質問を行わないこと。 ノ  

● Q＆Aに関する回答については、当センターで考えうる基本的な考え方であるこ   

と。  

（介護サービス情報掲示板）  

● 介護サービス情報以外の内容の掲示を行わないこと。  

● 暴言、不愉快な内容の掲示を行わないこと。  

● 他人を誹譲中傷する掲示を行わないこと。  

● 連絡のために必要な個人情報の掲載はあくまで利用者本人のもののみとし、他人   

のメー／レアドレス、住所、電話番号などの掲載については本人の同意のない場合に   

は行わないこと。  

● 掲載内容で知り得た利用者等の個人情報等を利用するなど、利用者等への迷惑行   

為（迷惑連絡等）を行わないこと。  

● その他不適切な内容の掲示を行わないこと。  

・ 留意事項に反す5と当センターで判断した場合、掲載内容を削除させていただく   

場合があります。ニれにより、利用者がいかなる損害を被っても、当センターは責   

任を負うものではありません。なお、この場合、当センターは削除の理由について   

説明する義務を負うものではありません。  
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利用者の掲示・内容等に関して、当センターは一切の責任を負いません。   

掲示板の利声引こより被った一切の損害に対し、当センターはいかなる責任も負わ  

ないものとし、損害賠償を負う義務は無いものとします。  

【本件についてのお問い合わせ先】  

社団法人シルバーサービス振興会 介護サービス情報公表支援センター  

電話  ：03－5276－1602  
メールアドレス：Shiencenter－Q＠espa．or．jp  
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○ 全国的に取り組む案件について  

1．「介護サービス情報の公表」に関する普及啓発パンフレット及びチラシ  

の作成について（案）  

平成19年度において、「介護サービス情報の公表」制度に新たに3サ  

ービスが追加されていること、制度の継続的な事業者及び利用者（国民）  

への普及啓発が必要なことから19年度版の「パンフレット」及び「チ  

ラシ」を以下の通り作成したい。  

（1）普及啓発パンフレット  

・体裁  

（D A3判 2つ折り4貢  

（塾全面4色刷  
・内容  

「介護サービス情報の公表j の概要及びこれについての利用方法  

を記載する予定。（3サービス追加に伴う18年度作成パンフレットの  

修正等）  

・費用  

実費予定（発行部数により異なります。）  

・・・昨年実績 7円／1枚（問い合わせ先の名入れ等別途費用）  

作成部数 20万部  

※イメージとして昨年度作成パンフレットを配布  

（2）普及啓発チラシ  

・体裁  

（丑A4判1枚もの両面2頁  

②全面4色刷  
・内容  

「介護サービス情報の公表」の概要及びこれについての利用方法  

を記載する予定。（3サービス追加に伴う18年度作戒チラシの修正等）  

・費用  

実費予定（発行部数により異なります。）  

‥・昨年実績 3円／1枚（問い合わせ先の名入れ等別途費用）  

作成部数 70万部  

※イメージとして昨年度作成チラシを配布  

（3）今後のスケジュール  

①7月を目途に作成予定。  

②都道符県あてに19生度パンフレット及びチラシの必要部数等につい  
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てアンケートの実施  

③②を踏まえ具体的な申込み・日程・提供方法等について都道府県あ   

てに案内  

なお、原稿データについて前年同様PDF形式での提供を検討  
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2．「介護サービス情報の公表」の調査等に伴う保険の対応について  

てにし 
－  

－－   ■●－   ●  －一   昨牢空都遺㌍栗鼠音義．たi9字音ここ圭；，－ナ／J   

ご藩＿≡ゾつ溺査ミを；二伴う保籠の対．掟に ついてアンナー疇 卜を実施した詳牒∴乳  

e                －∴；雛こ■‾洋シ採流出去摺共通のバン  舐‘巨歩澤1鵜7替庶償還ノ巧県におい、狛∴ぎ二j．い－，て－   

？レ ット等が必鳶守√ニとから太年度についても以下の通ル幸頼㌻‾ろ一．   

● 当該保険制度の保険（制度）種類について  

①（調査員傷害補償制度） 調査中（往復途上含む）、調査員が怪我等  

をした場合の傷害にかかる保障  

②（調査機関賠償補償制度）調査に伴い、対人事故、対物事故、人権侵  
害により調査機関が法律上の損害賠償をお  

った場合に対応する保障  

③（個人情報漏洩補償制度）調査に伴い、知り得た個人情報を漏洩し、  

調査機関が法律上の損害賠償をおった場合に  

対応する保障  

以上の3種類の制度についてパンフレット等に掲載する。   

ただし、セットで加入するものではなく、調査機関で必要な制度を任意に   

選択し加入できる。  

● パンフレットの掲載内容について  

パンフレットについては、事務局で一定の内容を定めるのではなく、各   

社（損保ジャパン社、東京海上日動社、富士火災社、三井住友海上社）で   

作成する内容を配布することとする。  

● 調査機関へのパンフレット等の配布について  

パンフレットの配布については、都道府県への送付、調査機関への直   

接送付の希望があることを踏まえ、別に定めた様式（別紙2参照）に必要   

部数、送付先等を記入の上、塑道府県から直接各保険会社にメールで送   
生し、保険会社はこれに従いパ．ンフレソト等を送付することとする。  

別に定めた様式及び各保険会社のメールアドレス等については、後日   
事務局よりメールにて都道帝県あてに送付する。  
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○ 調査機関からの契約の引受け方法について  

保険会社ごとのパンフレット等には、各保険会社の連絡先（中央1箇所）   

を記入し、調査機関からの問い合わせ又は契約等に対応する。（保険会社   

ごとの対応窓口を1箇所とする）  

● 保険会社の契約の引受け方法  

当該保険制度の取り扱いについては、原則として保険会社の直扱い（代   

理店ではなく職員対応）とする。ただし、申込者（調査機関）の要望が   

ある場合これに従う。  

○ 保険会社の契約募集における調査機関への対応  

原則として、契約のやり取り等は、申込書の郵送、保険料は振り込み等   

で対応する。  

前述のとおり、パンフレット配布により調査機関からの連絡により対   

応することとし、原則として直接調査機関を訪問し対応することはしな   

いこととする。  

ただし、申込者（調査機関）からの訪問希望等がある場合これに従う。  
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平成19年度  

「介護サービス情報の公表」制度の調査に伴う  
保険等の対応について  

（アンケート票集計結果）  

回答欄  

Ⅰ指定調査機関、調査員に関する事項  

1都道府県における指定調査機関の数について  

指定調査機関数（予定数）はいくつですか   261  機関  

2都道府県における調査員数について  

調査員の人数（予定人数）は何名ですか   名       8427  

l全国共通のパンフレット作成の必要性について  

フレツトの一昨鮎要性についてどのように  
※  

ア  全国共通のパンフレットが必要である   30  

イ  全国共通のパンフレットは必要ない   14  

※以下Ⅲ～マ7につきましては、上記Ⅱで「ア．全国共通のパンフ  
レットが必要」とお答えいただいた都道府県の方のみお答えくださ  

」●  

1情報の公表制度の調査に伴う必要な補償制度について  

要と思われますか  

※  

本年度と同様、パンフレットに調査員傷害補償制度・調   

ア  
31  

加入できる方式でよい。  

イ  その他   

（具体的に何かあれば記入）  
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、・、●丁‾二 二・・二  
’こ7∴ご幸三‥ミ・－∴・三・て‾‾：二 ∴ こ・ご・モこ‾二こ ‾ ミ‥こ 丁   

ており京す に。   
こ 

揖…、芯、の節喜是を産まえて露答えくださしく～ご       ナヽチ 馳γr爛  

1パンフレット等の作成について  

契約の引受けを行いたい保険会社にそれぞれパンフレット  

※等の作成をいただきたいと考えておりますが、いかがでしょ  
うか  

各保険会社で／くンフレット等を作成し、複数のプランか   
ア  37  

い。  

事務局で一定の補償内容（保険会社）等を定めたほう   

イ  
2  

その他  

2調査機関へのパンフレット等の配布について  

くンフレツト等岬布はどのようにすればよ  ※；  
事務局又は保険会社等より都道府県に／くンフレット等を   

ア  
5  

事務局又は保険会社等より直接調査機関に配布（郵   

イ  
29  

加入を希望する調査機関が直接保険会社に連絡し取り   

ウ  
7  

その他  

3契約の引受け方法について  

い合わせ■契約等の窓口についてどのよ  
※  

ア  各地の保険会社の窓口・代理店等で個別に対応する。   13  

イ  協議会事務局が保険会社、代理店等の窓口を定め、中   25  

その他保険に問しましてご意見等がありましたらご記入ください。  

記入：  

亡   
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癒道府県名  

部署名  

担当者名  

電話番号  

E－m■il  

「介護サービス情報の公表」制度に伴う調査眉等の   

保険パンフレット等の必要部数・送付先報告書  

※必要部数欄には、指定調査機関数以外に都道府県の参考用として／くンフレツト等が必要な場合は含めて記入してください。  王都道府県送付先  

Ⅱ指定調査機関送付先   
損府県で′くンフレツト等が必要な場合は、上組道府県送付先恥も臥してください誹榊掴には、紳用として必要  

．－－－…－－…・・・・一叩……－…－－－・一一…－一一・・……－－－－・・－・・－－・－一一・…一…一－－－－・－－・・－－…－・－・・”・・・1・－・・‖・・－－一－・－－－－・－＝－・…・・一一－・・－・一－－…－－－－－・－－れ－－－－－‾■●‾‾‾‾－‾‾‾‾‾一‾‾‾■－‾叩‾”…●’‾∴‾柵－’－，－－‾‾州一●●‾‾‾－…‾‾‾‾聯…【‾ ‡  
童※ 郵便物が届く住所・宛名等をご記入ください。  事  

都道府県名  指定明菜機関名   郵便番号   住所   法人名・部署名・役聯笥   担当者名   

2  

3  

4  

5  

6  



3．介護サービス情報の公表制度関連書籍等の発行について  

平成19年度の「介護サービス情報の公表」の介護サービス情報の公表  

制度の理解促進を目的に、各種関連書籍を発行した。   

①「調査員養成研修テキストj の発行   

・制度解説編 （平成18年度作成）   

・居宅系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う塵立塵）   

・施設系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う逸走塵）   

・医療系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う塞堤塵）  

②「事業所向けハンドブック」の発行   

・居宅系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う塵重工塵）   

・施設系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う改正盤）   

・医療系サービス編（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う塵題塵）  

③「介護サービス情報の公表関連法令通知集」の発行  

（平成19年度厚生労働省令、通知等の改正に伴う逸重工塵）  

④「介護サービス情報の公表制度Q＆A」の発行  

（平成18年度作成）   

⑤ 介護サービス情報の公表シンポジウム講演録（東京開催分）の発行   

※ 介護サービス情報の公表の内容を幅広く普及するため、東京で実施  

されたシンポジウムの講演録を小冊子として8000部作成し、全都   

道府県に配布したところであるが、要望が多かったことから発行。  

ー91－   



ー92一   



7 参考資料  
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介護保険は   介護保険法施行令（政令）   介護保険法施行規則（省令）   

介誠サービス情婦の公表  ‡十〕   （Ⅰ）  

第37条の2 法第115条の29第1項の規定  （法第115条の29第二1項の厚生労働省令で  
サ  による介護サービス情報の報告（以下この条に  定めるサービス）   
5   おいて「報告」という。）は、都道府県知事が毎  第140粂の29 法第115粂の29第1項   
域   

華  護、訪問入浴介護、訪問者護、訪問リハビリ   
諦   ビス事業者及び指定介  テーション、適所介護（指定居宅サービス等   

2前項の計画には、都道府県知事が、その管轄  

ゼ   

設   リハビリテーション、特定施設入店者生活介   
㍑  ス事業者、指定地域密着型  の提供の状況を勘案し、報告の方法、期限その  護「豪護老人ホ一言及び適合高齢者専用貸貸   

、   

推   準第192粂の2に規定する外部サービス利   
介  用型指定特定施設入居者生活介護を除く。別   

十   3都道府県知事は、第1項の計画を定めたとき  表第2において同じ。）、福祉用具貸与、居宅   
紬   は、遅滞なく、これを公表しなければならない。   介護支援、介護福祉施設サービス、介護保健   

、訪川介護、訪日り入浴介護その他の （Ⅰ）  施設サゝ一ビス及び介護療養施設サービス（法   

；’  塵八粂第二十六頓に複層する療養柄床等にお   
1   ける入院患者の定員が八人以‾Fである柄院又   
そ は診療所に錘るものを除くn． 
ハ て同じ。）とする。   
ろ 

∴∵ ビスを提供する  
（Ⅱ）   

骨 （法第115条の29第1項の厚生労働省令で   
介   ビスを利月］し、又は利用しようと  定めるとき）   

と二   第140条の30 法第11．5粂の29第■1項   
・  の厚生労働省令で定めるときは、次の各号に   
か必要なヰ）のとして  Ⅷり 厚生労働省  掲げる基準に該当する事業所以外のものにつ   
■  いて、令第37粂の2第1項に規定する計画   

サ  （以下この粂及び第i，40条の34において   
－    げ  「計画“】という。）で定められたときとする。  

・▼一第140粂の34第1号の計画の基準日  

前の1年間において、提供を行った介護サ  
ービス（法第】一15粂の29第1、項に規定  
する介護サービスをいう。以下同じ。）に係  
る居宅介護サー・ビス費、居宅介護サービス  
計画費又は施設介護サービス勢の支給の対  
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象となるサービスの対価として支払いを受   けた金額が100万円以下であるもの   

二 災害その他都道府県知事に対し報告を行  
うことができないことにつき正当な理由が  

あるもの   

（Ⅲ）  

（法第115粂の29第1項の厚生労働省令で   
定める情報）  

第140条の31 法第115粂の29第1項   
の厚生労働省令で定める情報は、介護サービ   

スの提供を開始しようとするときにあっては   
別表第1に掲げる項目に関するものとし、同   
項の厚生労働省令で定めるときにあっては別   
表第1及び別表第2に掲げる項目に関するも   
のとする。   

（①）  

（令第37条の2第2項の厚生労働省令で定め   
る事項）  

第140条の34 令第37条の2第2項の厚   
生労働省令で定める事項は、次に掲げるもの   

とする。   
一 計画の基準日   

二 計画の期間   

三 報告の対象となる介護サービス事業者（法  
第115粂の29第1項に規定する介護サ  
ービス事業者をいう。以下同じ。）   

四 介護サービス事業者ごとの報告の提出先  
及び提出期限   

五 その他都道府県知事が必要と認める事項  
t■●■■■■■■■■】＝＝■■■●■■■■■■■tl■■l…＝＝■■■●＝■ ■  

（ⅠⅤ）  

（法第115粂の29第2項の厚生労働省令で   
定める介護サービス情報）  

第140粂の32 法第115粂の29第2項   
の厚生労働省令で定める介護サービス情報（法   
第115条の29第1項に規定する介護サー   
ビス情報をいう。以下同じ。）は、別表第2に   
掲げる項目に関する情報とする。   

2 抑道府県知事は、前項の規定による報告を受   
けたときは、当該報告をした介護サービス事業   
者に対し、介護サーービス情報のうち （Ⅳ）厚  
／i二労働省令で定めるものについて、調査を行う  
1，L／〕とするし 



■ ● 暮 ■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一■ t ■ ■ ■ 儀 ■lヽ ■ ■ ■ ■ ¶ ■ ▲l＝ ■ ■ ■ ■ ■ ＝ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■  

（Ⅴ）  

（法第115粂の29第3項の厚生労働省令で   
定める報告の内容及び調査の結果）  

第140条の33 法第115条の29第3項   
の厚生労働省令で定める報告の内容及び調査   

の結果は、別表第1に掲げる項目に関する情   
報に係る報告の内容及び別表第2に掲げる項   
目に関する情報に係る調査の結果とする。  

■■■■■■■ ■＝■■ ■■■■■ ■■ ■●t ■■■■■ ■t ■■■ ■ ■■ ■ ■t■■ ■■ ■■●■ ■   

が
及
）
な
 
査
容
V
ば
 
 

調
内
（
れ
 
 

る
の
 
け
 
 

よ
出
口
ち
な
 
 

に
報
う
し
 
 

定
る
の
表
 
 

規
よ
果
公
 
 

の
に
結
を
 
 

項
定
の
の
 
 

前
規
査
も
 
 

の
調
る
 
 

、
 
 

は
填
る
め
 
 

．
卜
 
！
1
上
｛
圧
 
て
 
知
価
粥
に
て
 
 

：う 侶鋸守り菩   

「し／丁二後、  
h
吏
へ
江
 
見
打
」
 
 

・
l
 
 
／
．
－
 
 

′
し
 
′
山
－
ト
 
 

一 丁制勘甘県知事は、介護サーーーtビス事業者が第1．   

明仁7）触宕に上る報筈をせず、若しくは虚偽の報  

；L「l．♪し 、．Xは第2項の規定による調査を受け・ず、  
？1二！くf土調・かの実施を妨げたときは、期間を定   

こ′）て、1該介濾サーービス事業者に対し、その報  
1†rキ行い、†－．二しくはその報告の内容を是正し、   

′・く仁トて二〃′〕調ゴtを受けることを命ずることができ   

左上   
ど■■ t・′′ 1ケ、■ ■l岬 √t ▲ ■ ■lt ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ ■ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● 一 ■ ■ ■ ● ■ ● 一 ■ ■ 一 ■ ●l  

r’う 狛拙椚．－けl憧は、指完用り或密着型サ山ビス事  

J～‡昔、指ポ伸一域締着埋介護予防サ・一ビス事業者   
こ巨＝；†‘′巨介護予防支接事業者に対して前項の規   

′トーに上る処分をしたときは、遅滞なく、その旨  

立 

， 

護十情支援事業者（7）指定をした市町村長に通知   

卜付ければなちない。   
＝、＋ト ■ 「 ■■・1【 ヽ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l  

り＋郁道府県知事は、指定居宅サーービス事業者 
・肛右居宅介護支援事業者若しくは指定介護予防   

サーーーt∴㌃事業者又は指定介護老人福祉施設、介  
．灘と人保他施設若しくは指定介護療養型医療施   
言1！▲′／′）開設者が第4項（／了）規定による命令に従わな   

いときは、当該指定属領サ｝ ビス事業者、指定   
居宅介護支接事業者、指定介護予防サ、一ビス事   

業骨、指定介護老人福祉施設若しくは指定介護   

暁養型医療施設の指定若しくは介護老人保健施   

設の許吋を取り消し、又は期間を定めてその指   
圧1■．：しく沈許可の全部署しくは一一・・部の効力を停  

1仁十そ∵＿とができる。  



都道府県知事は、指定地域密着型サービス事  
業甘、指定地域密着型介護予防サービス事業者  

又は指定介護予防支援事業者が第4項の規定に  
よる命令に従わない場合において、当該指定地  
域密着型サ・一ビス事業者、指定地域密着型介護  

打防サー・→ビス事業者又は指定介護予防支援事業  

首の指定を取り消し、又は期間を定めてその指  
衝ノ）全部若しくは一部の効力を停止することが  

油当であると認めるときは、理由を付して、そ  
ノ）旨をその指定をした市町村長に通知しなけれ  
ば／■｝：らない′、 n  

J片′i三調査機関の指定）   （指定調査機関の指定の基準）   （指定調査機関の指定の申請）   

115条の30 都道府県知事は、その指定す  第37条の3 都道府県知事は、指定調査機関（法  第140灸の35 法第115条の30第1項   
る昔（以下「指定調査機関」という。）に、前  第115条の30第1項に規定する指定調査機  の指定を受けようとする者は、その調査を行   
条第2J如／）調査の実施に関する事務（以一F「調  関をいう。以下同じ。）の指定の申請があった場  おうとする介護サービスの種類ごとに、次に   

軒！i二務」というり）を行わせることができる。   合において、 次の各号のいずれかに該当すると  掲げる事項を記載した申請書又は書類を都道  
きは、その指定をしてはならない。この場合に  府県知事に提出しなければならない。  
おいて、指定に関して必要な手続は、厚生労働  一 申請者の名称及び主たる事務所の所在地  
省令で定める。   並びにその代表者の氏名及び住所  
ー 申請者が法人でないとき。   二 調査事務（法第115粂の30第1項に  
二 申請者が、調査事務（法第115粂の3．0   規定する調査事務をいう。以下同じ。）を行  
第1項に規定する調査事務をいう。以下同じ。）   う事務所の名称及び所在地  
を公正かつ適確に実施するに足りる経理的基  三 申請者の定款、寄付行為及びその登記事  

礎及び技術的能力を有するものとして（②）   項証明書又は条例等  
厚生労働省令で定める基準に適合していない  四 当該申請に係る事業の開始予定年月日  
とき。   五 当該申請の日の属する事業年度の直前の  
三 申請者の役員又は法人の種類に応じて（③）   事業年度の貸借対照表及び損益計算書  
厚生労働省令で定める構成員若しくは職員の  六 当該申請の日の属する事業年度及び翌事  

構成が調査事務の公正な実施に支障を及ぼす   業年度の事業計画書及び収支予算書  
おそれがあるとき。   七 当該申請に係る意思の決定を証する書類  
四 前号に定めるもののほか、申請者が、調査  八 役員の氏名及び経歴、法人の種類に応じ  
事務が不公正になるおそれがないものとして   て次条第2項各号に定める構成員の氏名（構  
（（彰）厚生労働省令で定める基準に適合して   成員が法人である場合には、その法人の名  
いないとき。   称）並びに構成員の構成割合  
五 申請者が、法の規定により刑に処せられ、  九 現に行っている業務の概要を記載した書  

その執行を終わり、又は執行を受けることが   類  

なくなった日から起算して2年を経過しない  十 調査事務の実施の方法に関する計画を記  
者であるとき。   載した書類   

－
∽
∞
－
 
 
 



十一一一 申請者が令第37粂の3各号に該当し  
ないものであることを背約する書面   
t－二 調査を行おうとする介護サービスの種   
類、当該調査を行おうとする介護サービス  

の種類ごとの調査実施可能件数及び調査員   
（法第115粂の31第2項に規定する調  
査員をいう。以下同じ。）の数   

十三 調査に関する苦情を処理するために講   ずる措置の概要   

十四 その他指定に閲し必要と認める事項  （②） （指定調査機関の指定の塵準）  

第140条の36 令第3’7粂の3第2号に規   
定する厚生労働省令で定める基準は、職員、   

設備、調査事務の実施の方法その他の調査事   

務の実施に関する計画が、調査事務の公正か   
つ適確な実施のために適切なものであること   

とする。   

（③）  

2 令第37条の3第3号に規定する厚生労働   

省令で定める構成員は、次に掲げる法人の種   
類に応じ、当該各号に定める者とする。   

一 民法（明治29年法律第8！）号）第34  
条の規定に基づき設立された法人 社員   
二 合名会社、合資会社又は合同会社 社員   

三 株式会社 株主   
四 その他の法人 当該法人の種叛に応じて  

前3号に定める者に額するもの   

（④）  

3 令第37条の3第4号に規定する厚生労働   
省令で定める基準は、次に掲げるものとする。   
鵬叫 指定を受けようとする者が調査を行おう  
とする介護サーービスを自ら提供していない  
こと。   

二 調査事務に関する事業に係る経理は、他  
の事業の経理と区分して行うものであるこ  

と。   

六 申請者が、第37粂の10第1項の規定に  
より指定調査機関の指定を取り消され、その   

取消しのI］から起算して2年を経過しない者  

であるとき。   
七 申請者が、第37条の11において準用す  
る第37条の10第1項の規定により指定情   

報公表センター（法第115条の36第1項   に規定する指定情報公表センターーをいう。第  
37条の11において同じ。）の指定を取り消  
され、その取消しの日から起算して2年を経  
過しない者であるとき。   
八 申請者の役員のうちに、第5号に該当する  
者があるとき。   

（指定調査機関の指定の公示等）  

第37条の4 都道府県知事は、指定調査機関の   
指定をしたときは、当該指定調査機関の名称及   
び住所並びに調査事務を行う事務所の所在地を   
公示しなければならない。   

2 指定調査機関は、その名称若しくは住所又は   
調査事務を行う事務所の所在地を変更しようと   

するときは、変更しようとする日の2週間前ま   
でに、その旨を都道府県知事に届け出なければ   

ならない。   

3 都道府県知事は、前項の規定による届出があ   
ったときは、その旨を公示しなければならない。  
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三前2号に掲げるほか、指定を受けようと  

道肘県知事が行う。  

行う前条第2項の調査を受けようとする者に、  
条例で定めるところにより、当該手数料を当該  
桁主調査機関に納めさせ、その収入とすること  

令で定める事項を記載するものとする。  

当  
指定調査機関（法第115粂の30第1項  

3都道府県知事は、調査事務の方法が適当でな   に規定する指定調査機関をいう。以下同じ。）  
いときは、指定調査機関に対し、その方法を改   
善すべきことを命ずることができる。   

これを変更しようとするときも、同様とする。  ー調査事務を行う時間及び休日に関する事  

－
一
〇
〇
－
 
 
 



た調査事務規程が調査事務の公正かつ適確な実  三 手数料の収納の方法に関する事項  
施上不適当となったと認めるときは、指定調査  四 調査事務の実施の方法に関する事項  
機関に対し、これを変更すべきことを命ずるこ  五 調査事務に関する帳辞（法第115粂の  
とができる。   ：53に規定する帳簿をいう。次条において  

同じ。）の管理に関する事項  
六その他調査事務の実施に閲し必要な事項   

（Ⅴり  

ニう1 指定調査機関は、調査事務を  （法第115粂の31第1項の厚生労働省令で   
（Ⅵ）厚生労働省令で定める方  定める方法）   

調鹿員に調査事務を実施させなけれ  第140条の37法第1．15粂の3】．第1項  
の厚生労働省令で定める方法は、次に掲げる  
ものとする。  
一調査員2名以上によって行うこと。  
二調査客体である介護サービス事業者を訪  
間し、調査客体を代表する者に対する面接  
調査の方法によって行うこと。   

調査事務に関する専門的知識及び  （②）   （⑦）   

るものとして（（∋）政令で定める要  （調査員の要件）   （調査員養成研修）   

甘〔りうちから選任しなければならな  第37条の7 法第j＿15条の31第2項の政令  第140条の41 令第37条の7第■1項に規  
で定める調査員（以下この条において「調査員」  定する調査員養成研修（以下「調査員養成研  
という。）の要件は、都道府県知事又はその措定  修」という。）は、調査員として必要な専門的  
する者が（⑦）厚生労働省令で定めるところに   知識及び技術を修得させることを目的として  
より行う研修（以下この条において「調査員養   行われるものであって、介護サービス情報の  
成研修」という。）の課程を修了し、当該都道府   公表に関する基礎的知識、介護サーービスの内  
県知事が作成する調査員名簿に登録されている   容に関する基礎的知識並びに調査事務に関す  

こととする。   る専門的知識及び技術の修得に係るものをそ  
の主たる内容とし、かつ、その他の調査員と  
して必要な専門的知識及び技術の修得に係る  
ものをその内容に含むものとする。  

2調査員養成研修は、介護サ山ビスの種類ご  
とに厚生労働大臣が定める基準を満たす課程  

により行うこととし、その実施に当たっては、  
当該課程において修得することが求められて  
いる知識及び技術の修得がなされていること  
につき確認する等速切な方法により行わなけ  
ればならない。  
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（⑧）  

（調査員登録証明春の様式）  

第140条の42 令第37条の7第2項に規   
定する調査員登録証明番の様式は、様式第1   
3号によるものとする。  

■l＝＝ ■ ■ ●tl■ ● ■■■ ■t ■ ■ ■ ● ■■ ●l■ ● ●11 ■ ■ ＝■lヽt ■lt ■ ● ■t t ■l■ ■  

2 都道府県知事は、前項の登録をした場合には、   
（⑧）調査員登録証明書を作成し、当該登録に   
係る調査員に交付しなければならない。  

3 調査員登録証明春を交付した都道府県知事は、   
調査員が次の各号のいずれかに該当するときは、   

第1項の調査員名簿から消除するものとする。   
この場合において、当該都道府県知事は、当該   

者に対し、調査員登録証明春の返還を求めなけ   

ればならない。   

－ 虚偽又は不正の事実に基づいて調査員登録   
証明書の交付を受けた者   

二 法若しくは法に基づく命令の規定又はこれ  

らに基づく処分に違反した者   

三 前2号に掲げる者のほか、調査員の業務に  
関し犯罪又は不正の行為があった者  

● ■ ■ ● ■ ■ ■ ● ■ ■ ● t ●■ ＝ ■l■ ■ ■ ■ ■ ● ■l■ tl■ ●■ ■ t ■ tl■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ● ●ll■■ ■■ ■  －
一
〇
N
－
 
 

■ ● ● ■ ■■l■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■l■l＝ ●＝ ＝ ● ■l■ ■ 暮tl■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■11■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

第113粂の38 令第37粂の7第1項の指   
定を受けようとする者は、次に掲げる事項を   
記載した申請番又は書類を都道府県知事に提   
出しなければならない。   
一 申請者の名称及び主たる事務所の所在地  
並びにその代表者の氏名及び住所   

二 介護支援専門員実務研修及び更新研修（以   下この粂において「研修」という。）の名称   
三 研修を行う施設の所在地   
四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記  
事項証明審又は条例等   

五 第113灸の37第1項第5号から第7  
号までに掲げる事項   

六 受講料その他研修の受講者から受領する  
金額   

七 研修の課程並びに講師の氏名、履歴及び  

担当科目   

八 その他指定に閲し必要があると認める事  

項   

（⑨）   

4 第1項の調査員養成研修を行う者の指定は、   
厚生労働省令で定めるところにより、都道府県   
の区域ごとに、その指定を受けようとする者の   
申請により、次に掲げる要件を満たすと認めら   
れる者について、当該都道府県知事が行う。   

一 法人であること。   
二 調査員養成研修を適正かつ継続的に実施す  
る能力があると認められること。   
三 次に掲げる義務を適正に履行できると認め  
られること。   
イ （⑨）厚生労働省令で定める事項を変更  
するとき又は当該事業を廃止するときは、  
あらかじめ、当該変更に係る内容及び時期  
又は当該廃止の時期並びに理由を記載した  

書面を添えて、都道府県知事の承認を受け  
ること。  
（⑩）厚生労働省令で定める事項を変更す  ロ   

ときは、あらかじめ、当該変更に係る内  
、時期及び理由を都道府県知事に届け出  
る
容
る
 
 

と  こ
 
 
 

ハ 調査員養成研修を修了した者について、  



（⑪）厚生労働省令で定める事項を記載し  2 令第37条の7第4項第3号イの厚生労働  
た名簿を作成し、及びこれを都道府県知事  省令で定める事項は、前項第6号及び第7号  
に送付すること。  に掲げる事項とする。  
ニ毎年度、当該指定に係る事業の計画を作  

成し、成し、これを都道府県知事に提出し、   （⑳）  
及び当該事業の終了後、速やかに、当該事  3 令第37粂の7第4項第3号ロの厚生労働  
業の実績を都道府県知事に報告すること。   省令で定める事項は、第1項第1▼号から第4  
ホ 調査員養成研修の実施に関して都道府県  号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）  
知事が当該事業に関する情報の提供、当該  
事業の内容の変更その他の必要な指示を行  
った場合に、当該指示に従うこと。  （⑪）  

4令第37条の7第4項第3号ハの厚生労働  
5都道府県知事は、調査員養成研修を行う者が、   
前項各号の要件を満たすことができなくなった  名、生年月日、研修の受講の開始年月日及び  
と認められるときは、第1項の指定を取り消す  
ことができる。  

6都道府県知事は、第1項の規定による指定及  
び前項の規定による取消しを行ったときは、そ  
の旨を公示しなければならない。  

7前各項に規定するもののほか、調査員養成研  
修に関して必要な事項は、厚生労働省令で定め  
る。   

1・射出寺義務等）  

1三う条〔／〕：i2指定調査機関（その者が法人  
わる上．訪台にぶ）つては、その役員。次項におい  

r■fJじ。）苦しノくはその職員（調査員を含む。  
項において同じ。）又はこれらの職にあった  
け、紺甘甘酢こ関して知り得た秘密を漏らし  
けならない 

指定調査機関及びその職員で調査事務に従事  

ろ甘は、刑法その他の罰則の適用については、  
′；丁により公務に従事する職員とみなす。  

（改善命令）  

第37条の8都道府県知事は、指定調査機関が  
第37条のこi第2号から第4号までのいずれか  

－
一
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u
－
 
 
 



に該当するに至ったと絡めるときは、指定調査  

機関に対し、調査事務の運営を改善するために  
旨 旨  必要な措置を採るべきことを命ずることができ  

る。  

（指定調査機関の業務の休廃止の許可の公示）  

第37条の9都道府県知事は、法第115粂の  
35の許可をしたときは、その旨を公示しなけ  

冒  

ればならない。  

邑  
（指定調査機関の指定の取消し等）   

第37条の10都道府県知事は、指定調査機関  
が次の各 号のいずれかに該当するときは、当該  
指定調査機関に対し、その指定を取り消し、又  
は期間を定めて調査事務の全部若しくは一部の  
停止を命ずることができる。  
一指定調査機関が、不正の手段により、法第   

ぎ  

115条の30第1項の指定を受けたとき。  
二指定調査機関が、第37条の3第1号、第  
5号、第7号及び第8号のいずれかに該当す  
るに至ったとき。  

三指定調査機関が、第37粂の4第2項又は  
第37粂の6第1項の規定に違反したとき。  
四指定調査機関が、第37粂の5第3項、第  
37条の6第2項又は第37条の8の規定に  
よる命令に違反したとき。  

旨  
五指定調査機関が、節37条の6第1項の認  

可を受けた調査事務規程によらないで調査事  

務を行ったとき。  
六指定調査機関が、調査事務に閲し著しく不  

適当な行為をしたとき。  

曽  
2都道府県知事は、前項の規定により措定を取  
り消し、又は調査事務の全部若しくは一一部の停   

Ⅷ   止を命じたときは、その旨を公示しなければな  

らない。   

（帳辞の傭付け等）  

第115条の33 指定調査機関は、厚生労働省  ㌻で定雄〕るところにより、調査事務に関する事  （Ⅶ）      （法第115粂の33の厚生労働省令で定める   

ー
一
〇
阜
－
 
 
 



（＼’1り 厚ノ【二労働省令で定めるものを記載  第140条の40 法第1．1．5条のこi3の厚生   
′■・二帳簿を備え、保存しなければならない．  労働省令で定める事項は次に掲げるものとす  

る。  
－、・一調査を行った年月日  

二調査を行った介護サーービス事業者の名称  

三調査を行った調査員の氏名  

2前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備  

えられたファイル又は磁気ディスクに記録さ  
れ、必要に応じ指定調査機関において電子計  

算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示  
されるときは、当該記録をもって、帳簿への  
記載に代えることができる。  

3指定調査機関は、帳簿（前項の規定による  
記録が行われた同項のファイル又は磁気ディ  

スクを含む。）を調査事務の全部を廃止するま  
で保存しなければならない。   

甘等）  

15窯甘）こト1都道府県知事は、調査事務の  
l仁か・／つ適確な実施を確保するた拭）必要がある  

．；一ご用〕ろときは、指定調査機関に対し、調査事  
に閏し必要な報告を求ゼ）、又は当該職員に関  

l隼に対して質問させ、若しくは指定調査機関  
車務所に＼り二）入り、その設備若しくは帳簿書  
そ〃他の物件を検査させることができる。  

第24条第3項の規定は前項の規定による質  

又は検査に一■〕いて、同条第4項の規定は前項  
川音：に上る権限について準用する。   

iかノ州く廃山等）  

15条し′）こう5指定調査機関は、都道府県知  
山許可を宝けなければ、調査事務の全部又は  

∴▼lほ・休1i二し、又は廃止してはならない。  

心情報公羞センター州の指定）   

l  

t  （Ⅷ）   

i5条（／）36 都道府県知二部は、その指定す  ：（参考）準用規定の内容  ；  

l  

l  

－
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第140粂の44 法第115条の36第1項  の厚生労働省令で定める事務は 

、次に掲げる   

ものとする。   
一  介護サービス情報の報告の受理に関する  

事務   

二 介護サービス情報の公表に関する事務   
三 法第115粂の30第1項の指定に係る  
審査に関する事務  

：（指定情報公表センターの指定等）  

滞37条の11において準用する37粂の3；  
：都道府県知事は、指定情報公表センター（法：  
‡第115粂の36第1項に規定する指定情報；  
：公表センターをいう。以ド同じ。）の指定の申：  
‡請があった場合において、次の各号のいずれ：  
：かに該当するときは、その指定をしてはなら：  
；ない。この場合において、指定に関して必要；  
：な手続は、厚生労働省令で定める。  

・－  申請者が法人でないとき。  

：二 申請者が、情報公表事務（法第115条：  
； の30第1項に規定する情報公表事務をい；  
： う。以下同じ。）を公正かつ適確に実施する：  

‡ に足りる経理的基礎及び技術的能力を有す：  
： るものとして（⑫）厚生労働省令で定める；  

に、介護サービス情報の報 告の受理及び公表並  
びに指定調査機関の指定に関する事務で （Ⅷ）  
厚隼労働省令で定めるもの（以下「情報公表事  

携lという。）の全部又は一部を行わせること  
かできる。  

（参考）準用規定の内容  

：（指定情報公表センターの指定の申請）：  

：第140条の48において準用する第140：  
：条の35 法第115条の36第1項の指：  
【定を受けようとする者は、その公表を行お：  
：うとする介護サービスの種類ごとに、次に；  
：掲げる事項を記載した申請書又は書類を都：  

；道府県知事に提出しなければならない。 
－一  申請者の名称及び主たる事務所の所在：  

： 地並びにその代表者の氏名及び住所 ：  
；二 情報公表事務（法第115粂の30鰍  
；1項に規定する情報公表事務をいう。以；  
t   下同じ。）を行う事務所の名称及び所在地：  
三 申請者の定款、寄付行為及びその登軒 l  
： 事項証明書又は条例等  
四 当該申請に係る事業の開始予定年朋； l  
．五 当該申請の目の属する事業年度の直前：  

； の事業年度の貸借対照表及び損益計算書；  

六 当該申請の日の属する事業年度及び翌：  
一 事業年度の事業計画書及び収支予算書：  
七 当該申請に係る意思の決定を証する書：  
！ 類  

：八 役員の氏名及び経歴、法人の種類に応：  

…  じて次粂第2項各号に定める構成員の氏；  

： 名（構成員が法人である場合には、その：  
i 法人の名称）並びに構成員の構成割合：  
：九 現に行っている業務の概要を記載した：  

… 書類  
：十 情報公表事務の実施の方法に関する計：   

基準に適合していないとき。   
申請者の役員又は法人の種類に応じて  
（⑬）厚生労働省令で定める構成員若しく  

： は職員の構成が情報公表事務の公正な実施：  
； に支障を及ぼすおそれがあるとき。   
：四 前号に定めるもののほか、申請者が、情；  
； 報公表事務が不公正になるおそれがないも；  

： のとして（⑭）厚生労働省令で定める基準：  
； に適合していないとき。  
：五 申請者が、法の規定により刑に処せられ：  
‡ その執行を終わり、又は執行を受けること…  
： がなくなった日から起算して2年を経過し：  
； ない者であるときt，  
：六 申請者が、第37粂の］＿0第1項の規定：  

； により指定情報公表センターの指定を取り；  

： 消され、その取消しの日から起算して2年：   
； を経過しない着であるとき。  
：七 申請者が、第37条の11において準用：  

： する第37条の10第1項の規定により指；   
二ご 

：＿ 

‥、 

二．＿． 
し 

八該当す  
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！ 画を記載した畜類  
：十－・一 申請者が令第3′7粂のユ1において  
； 当毎月］する令第37条の3各号に該当しな  
ミ  いものであることを誓約する書面  
：十二 公表に関する苦情を処理するために  
… 講ずる措置の概要  
；十三 その他指定に関し必要と認める事項  
l  

：（⑫）  

；（指定情報公表センターの指慮の基準）  

：第140粂の48において準層する第14条  
；の36 令第37条の11において準用す  
：る令第37条の3第2号に脱走する厚生労  
；働省令で定める基準は、職員、設備、情報  

：公表事務の実施の方法その他の情報公表事  
ま 務の実施に関する計画が、情報公表事務の  
；公正かつ適確な実施のために．適切なもので  

：あることとする。  
I  

；（⑬）  

；第140粂の48において準用する第140  
‡条の36第2項 令第37粂の1．1におい  
；て準用する令第37粂の3第3号に規定す  
三 る厚生労働省令で定める構成員は、次に掲  
：げる法人の種類に応じ、当紋各号に定める  

；者とする。  
：一一 民法（明治29年法律第89号）第3  

る者があるとき。  

l  l  

（指定情報公表センターーの指定の公示等）  

第こi7条の11において準用する第37条の4： l   
都道府：県知事は、指定情報公表センターの指：   

定をしたときは、当該指定情報公表センター；   
の名称及び住所並びに情報公表事務を行う事三   
務所の所在地を公示しなければならない。 

l  

t  

第37条の11において準用する第：i7粂の1：   
0 都道府県知事は、指定情報公表センター三   
が次の各号のいずれかに該当するときは、当…   

該指定情報公表センターに対し、その指定を：   

取り消し、又は期間を定めて情報公表事務の；   
全部若しくは一部の停止を命ずることができ：   

る。  
一 指定情報公表センター鵬が、不正の手段にご   
より、法第115粂の36第1項の指定を‡  
受けたとき。  

l  二 指定情報公表センターが、第37条の1；   
1において準用する第37条の3第1号、：   
第5弓一、第6号及び8号のいずれかに該当呈  

するに至ったとき。  

－
．
n
可
－
 
 

指定情報公表センターーーが、第37条の1喜  
1において準用する第37条の4第2項又：  
は第37条の6第1項の規定に違反したと‡   
き。  
四 指定情報公表センターが、第37粂の1  
1において準用する第37粂の5第3項、   
第37条の6第2項又は第37条の8の規   
定による命令に違反したとき。  
五 指定情報公表センターが、第37条の1  
1において準用する第37粂の6第1項の   
認可を受iナた情報公表事務規程によらない   
で情報公表事務を行ったとき。   

4条の規定に基づき設立された法人 社  

員   

合名会社、合資会社又は合同会社 社  

員   

株式会社 株主  
：四 その他の法人 当該法人の種類に応じ：  

て前3号に定める者に類するもの   
I  

I 

；（⑭）  

；第140条の48において準用する第140： l  

：条の36第3項 令第37粂の11におい：  
‡て準用する令第37条の3第4号に規定す；  

：る厚生労働省令で定める基準は、次に掲げ：   

指定情報公表センターが、情報公表事務  
に関し著しく不適当な行為をしたとき。  

2 都道府県知事は、第37条の11において   
準用する前項の規定により指定を取り消し、  



：又は情報公表事務の全部若しくは一部の停止：  ：るものとする。  
；を命じたときは、その旨を公示しなければな；  ：一・▲一一  指定を受けようとする者が調査を行お…  

：らない。 とする介護サービスを自ら提供していな：  
l 

∃  

l  

l  

l  いこと。  
l  

l 

I I 

l  l  

は、他の事業の経理と区分して行うもの；   
t  

l  l  

I  

l  

f 

l 

l  

l  とする者の行う他の事業が情報公表事務：  
I 

l l  

I 

† l  

I 
I I 

l   

：∠前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その  
j臣右を受けようとする者の申請により、当該都  
．凝府県知二黎が行う。  

田     ■■●■l■■■l■■t■■■■■■■■■t■■●■■■■●●■●■●■■■■■■●●■●■■■■●  

ニラ弟115条の30第3項及び第115条の3  
2から前条までの規定は、指定情報公表センタ  
、一一一について準用する。この場合においてこれら  

ぴ）規定日】「調査事務」とあるのは「情報公表事  

、「指定調査機関」とあるのは「指定情  

センター＿jと、「職員（調査員を含む。  
同頃において同じ。）」とあるのは「職員」と読  
み梓えるものとするほか、必要な技術的読替え  

は、政令で定める。  

準用規定の内容 

第】15条こう6において準用する第115条の：  ■  

3項都道府県は、地方自治法第22：  
規定に基づき情報公表事務に係る手数；  

収する場合においては、第115粂3；  

項の規定により指定情報公表センター：  

情報公表事務に係る第115粂の29：  
の報告を行おうとする者に、条例で定；  

ー
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ナノ．）るところにより、当該手数料を当該指定情  

用公表センター叫に納めさせ、その収入とする  

ニとができる∪  

秘密保持義務等）  

1】＿5条：う（うにおいて準用する第115条の  

ニi2指定情報公表センター （その者が法人  

である・！瑞′含にあっては、その役員。第115  
了ノ仁（り‘ぅ（、ノ圭‾キ‘うユ別′おいて準川すア次J宥におい  

115デf。3〔）において準用うる第115条の  

：；2第2項指定情緒公表センター及びその  
咽けで情報公表事務に従事する者は、刑法そ  

・／）他〔リ；甘則の適川については、法令により公  

沃に従草する職員とみなす。  
マ   

帳簿の備付け等）  
（Ⅸ）   

115条ニう（iにおいて準用する第115条の  （法第1．15条の36第こi項において準用する   
ニ；ニi甘う‘に情報公表センターーは、厚  法第115条の3こiの厚生労働省令で定める   
丁トぐ肯1リるところにより、情報公表  事項）   

トニて匠填で （Ⅸ）厚生労働省令で定めるも  第140条の47 法第1二15条のこ】6第3項   
し／一斗記載した帳簿を備え、保存しなければな  において準用する法第115条の33の厚生  
L）／■二1：いし  労働省令で定める事項は、次に掲げるものと  

する。  
－－一介護サーービスの報告を受理した年月日  

二介護サービス情報の公表を行った年月日  

三指定情報公表センターの指定に係る審査  

に関する事項  

l t  

；（参考）準用規定の内容 

I 

I l  

‡第140粂の48において準用する第140：  

：粂の40第2項前項各号に掲げる事項が：  
；電子計算機に備えられたファイル又は磁気；  
：ディスクに記録され、必要に応じ指定情報：  

…公表センターにおいて竃子計算機その他の；  
：機器を用いて明確に紙面に表示されるとき：  

（
 
∵
－
ノ
 
 

ー
」
○
∽
－
 
 
 



巨  ：は、当該記録をもって、「帳簿（第140条：   
‡の45に規定する帳簿をいう。以下この粂；  
；において同じ。）への記載に代えることがで：  

：情報公表事務の全部を廃止するまで保存し； ロ  

：なければならない。 

－
一
一
〇
－
 
 
 



－ ■ ■ 一 ▲■ ■ ◆● － ■ ■ － ■ ■ － ■ ■ ■ － － 一■ － ■ －■、一 － －－ 一 一一 一′ － u t－ －－ －－ － － － － －■ ■一■ － －● ■一 一 一  

：（参考）準用規定の内容  ●■■■■■■●■■■■■●■■■■t■■……■－－一一■＝＝■■儀■■■●■■■●                                                義l          ：  

（指定情報公表センター）  

第37条の11において準用する第37粂の4；   
第2項 指定情報公表センター は、その名呵   

若しくは住所又は情報公表事務を行う事務所：   
の所在地を変更しようとするときは、変更し： l   
ようとする日の2週間前までに、その旨を都：   
道府県知事に届け出なければならない。  

■■■■■■■■■■●■■■■●■■■■■■■●■■tt■■●■■＝■－■一一一一－…■1－  

第37条の11において準用する第37条の4： l   
第3項 都道府県知事は、第37条の11に：   
おいて準用する前項の規定による届出があっミ   
たときは、その旨を公示しなければならない0‡  

■● ■■■■■■■■■t●t■■■1●■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■●＝＝■押  

」  
（調査の方法）  

第37条の11において準用する第37粂の5； l   
指定情報公表センター・・ は、公正に、かつ、都：   
道府県知事が毎年定める情報公表事務に閲す；   

る計画に従い、情報公表事務を行わなければ：   

ならない。  
■■■●＝■■＝＝■t■■■け●■■■■●■●■■一一…‥－●－■一一一一－■1－                                                                                               1  

I 第37条の11において準用する第37条の5こ   
第2項 第37条の11において準用する前：   
項の計画には、情報公表事務の対象となる介；   
護サー ビス事業者（法第1．15条の29第1：  
t  項に規定する介護サービス事業者をいう。）の：   

名称、調査を行うべき時期その他の（⑮）厚：   
生労働省令で定める事項を記載するものとす：   

る。  

－
一
一
一
－
 
 

●■■ ■■ ■■ ■■■t■■ ● ■ ■＝＝■1■■t■ ■ ■ ■●t●■■ ■ ■■■■t■ ■■■■  

（令第37条の11において準用する令第37   
条の5第2項の厚生労働省令で定める事項）  

（⑮）  

第140条の46 令第37粂の11において   
準用する令第37粂の5第2項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 計画（令第37条の1】において準用す  
る令第37条の5第1項の計画をいう。）の  

期間   
二 介護サービス事業者ごとの公表を行う月   

三 報告の受理に関する事項   
四 指定調査機関の審査に関する事項   
五 その他都道府県知事が必要と認める事項   

■ ■ ■ ■」■ ■ ■ ■ ■ ■ t ■l■ ■ t ■●■■ ■ ■ ■ tl■ ■ ● ■ ■ tl■ ■■ ■ ●l■l■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■   ■■■←■－■一－■■←■－■－……－■－■t■■■■■■■●■■●t■■■■■■■■■l■  

I 第37条の11において準用する第：37条の5；  



第3項 都道府県知事は、情報公表事務の方：   
法が適当でないときは、指定情報公表センタ…   

一に対し、その方法を改善すべきことを命ず；   
ることができる。  

■■■●●－●一一一＝■■■■■l■●＝■■●■■＝＝■■■■■■■■■■■■■■●t■  

（情報公表事務規程）  

第37条の11において準用する第37条の6：  
l  指定情報公表センターは、情報公表事務の；   
開始前に、（⑩）厚生労働省令で定める情報公：   
表事務の実施に関する事項について情報公表；   
事務規程を定め、都道府県知事の認可を受け：   
なければならない。これを変更しようとする；   

ときも、同様とする。  

■■●■■■ ■t● ■■l■■■■l■ ■ ■ ■ ＝ ■t■■ll■■● ●■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■● ■■ ■ ■l■ ■■ ■  

（情報公表事務規程の記載事項）  

（⑯）  

第140粂の45 令第37粂の11において   
準用する令第37粂の6第1項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   
一 情報公表事務を行う時間及び休日に関す  
る事項   

二 情報公表事務を行う事務所に関する事項   
三 手数料の収納の方故に関する事項   

四 情報公表事務の実施の方法に関する事項   
五 情報公表事務に関する帳簿（法第115   
粂の36第3項において準用する法第11  
5条の33に規定する帳簿をいう。）の管理  
に関する事項   

六 その他情報公表事務の実施に関し必要な  
事項   

：第37条の11において準用する第37条の5；  
：第2項 都道府県知事は、第37条の11に；  
：おいて準用する前項の規定により認可をした；  
：情報公表事務規程が情報公表事務の公正かつ；  

：適確な実施上不適当となったと認めるときは、；  ー
一
一
N
－
 
 

指定情報公表センターに対し、  
べきことを命ずることができる。  

これを変更す…  
l  

（改善命令）  

l …第37粂の11において準用する第37粂の8：  
； 都道府県知事は、指定情報公表センターが：  
；第37条の11において準用する第37粂の；  
：3第2号から4号までのいずれかに貢亥当する； l 
，、．．1 ：に至ったと認めるときは、指定情報公表セン：  
；タ一に対し、情報公表事務の運営を改善する；  
：ために必要な措置を採るべきことを命ずるこ：  
：とができる。  

：第37粂の11において準用する第37条の9：   

； 都道府県知事は、法第115条の36第3；  

らない。  



員養成研修等の経過措置）  奄
 
 
 

調
2
令
 
 

（
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2条 次に掲げる者は、調査員養成研修（新  
第37条の7第ユ項に規定する調査員養成研  
修をいう。以下この条において同じ。）この課程  
を修了している者とみなし、同項の規定により  
当該都道府県の調査員名簿（同項の調査員名辞  

をいう。）に登録するものとする。  
この政令の施行の際限に調査員養成研修に   
相当する研修として都道府県知事が公示する   
もの（以下この号及び次号において「適格研   
修」という。）の課程を修了したことにつき、   
当該適格研修を行った者から該当適格研修の   
課程を修了した旨の証明書の交付を受けてい   

る者  

二 この政令の施行の際限に適格研修を受講中   
であり、この政令の施行後当該適格研修の課   

程を修了したことにつき、当該適格研修を行   

った着から該当適格研修の課程を修了した旨   
の証明書の交付を受けている者  

別表第：l， （第140条の31、第1∠壬0粂の   
（略）  

別表第2 （第140条の31、第140粂の   
33関係  （略）  
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○ 介護サービス情報の公表制度（以下「情報公表制度」という。）については、昨年4   

月に施行され約1年7ケ月が経過したところであるが、全国の施行状況についてのアン   

ケート調査の結果（本年7月1日現在等）を別添のとおり取りまとめたので、情報提供  

する。   
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○ 里成20年度については、早期全面施行を図る観点から、今年度モデル調李事業   

量塞施した、プ問（細分ベース）窒追カ口碑行するこ   

とを現時点では予定している。  

○ 本年度までの調査方法等の大きな違いは、既に施行している12サービス（本体   

サービス）と同類型の予防サービス、地域密着型サービス（以下「予防サービス等」   

という）を一体的に実施している事業所の報告・調査については、事業所の事務的   

負担・経費的負担等に考慮する必要があること等から、既に施行している12サー   

ビスと同額聖の予防サ珊≒・調査す墨こととし、   

またその調査確認にフいては、卿   

告・調査を行うことを予定している。  

○ なお、福祉用異貸与、特定福祉用異販売（予防含む）、短期入所事業（介護老人   

福祉施設又は介護療養型医療施設併設、単体含む）の場合についても、上記と同様  

の取扱いとする。  

○ 概要については、以下のとおり。  

〔調査実務の流れの概要（一般的に考えられるブローチヤー卜例）〕  

【※は従来と異なる点】  

＆」彗都道塵監担蔓1こ去亙過重立直の策定等  

＞ 調査対象事業所の確定  

＞ 調査対象事業所毎の調査月の確定  

※ 既に施行している12サービス（本体サービス）と同類型の予防サービ  

ス等を同一所在地で実施している事業所の同一報告。同一調査が望ましい。  

声・担当調査員又は担当指定調査機関（以下、「担当指定調査機関等」という。）  

3   



への調査対象事業所の割振り   

声 調査日程等の確定（担当指定調査機関等は、調査対象事業所との間で具体的  

な調査日程等を確定）   

調査票の配布等  

＞ 各都道府県知事又は指定情報公表センター（以下、「公表センター等」という。）から調   

査対象事業所へ介護サービス情報の記入帳票（「基本情報調査票」及び「調査情報調  

査票」）を配布  

※ 既に施行している12サービス（本体サービス）と同類型の予防サービ  

ス等を同一所在地で実施している事業所の同一報告・同一調査が望ましい。  

＞ 調査日の案内  

〔参考：調査票の種類（以下の13種類）〕   

様式① 訪問介護＋介護予 防訪問介護   

様式② 訪問入浴介護＋介護予防訪問入浴介護   

様式③ 訪問看護＋介護予防訪問看護   

様式④ 訪問リハビリテーシ］ン＋介護予防訪問リハビリラーシ］ン   

様式⑤ 福祉用異貸与＋特定福祉用具販売＋介護予防福祉用異貸与＋  

特定介護予防福祉用異販売   

様式◎ 適所介護＋認知症対応型適所介護＋介護予防適所介護＋  

介護予防認知症対応型適所介護   

様式⑦ 適所リハビリテーション＋介護予防適所リハビリテーシ］ン   

様式⑧ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）＋地士魂密着型特定施設  

入居者生活介護（有料老人ホーム）＋介護予防特定施設入居者生活  

介護（有料老人ホーム）   

様式⑨ 特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）＋地域密着型特定施設  

入居者生活介護（軽費老人ホーム）＋介護予防特定施設入居者生活  

介護（軽費老人ホーム）   

様式⑩ 介護老人福祉施設＋短期入所生活介護＋介護予防短期入所生活介  

護＋地士或密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   

様式⑪ 介護老人保健施設＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）＋介護  

予防短期入所療責介護（介護老人保健施設）   



様式⑫ ∩護療養型医療施設＋短期入所療養介護（介護療責型医療施設）＋  

介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）   

様式⑯ 居宅介護支援  

③ 調査票の記入及び報告等  

＞ 調査対象事業所は、配布された「基本情報調査票」、「調査情報調査票」を記入  

し、介護サービス情報を公表センター等に報告。  

※報告に当たっての留意事項  

草項目について、御することとする。  

〈基本情報〉  

・本体・予防サービス等にかかる共通項目は1回の入力（記載）で可  

能となるような構成とする。  

《調査情報》  

各項目について、原則本体サービスについて回答することとする。  

凋情報の通知   

＞ 公表センター等から調査対象事業所より受理した介護サービス情報（記入帳票「基本情  

報調査表」及び「調査情報調査票」）が通知（配布）される。  

㈱蔓（事前準備）   
＞ 介護サービス情報（「基本情報調査票」、「調査情報調査票」）により、調査対象事業  

所の状況の把握及び調査票の内容確認。  

参 事業所訪問調査の実施（2名以上1組、県別1日以内）  

調査結果については、2名以上の調査員で合意し決定  

※調査に当たっての留意事項  

（共通項目）  

調査時における材料の確認は、卿斗の確認に  

よることとする。  

（予防単独項目）  

当該予防サービス等特有項目にかかる材料により確認する。  

5   



調査結果の同意  

＞ 調査対象事業所に対して調査結果を報告し、事実誤認がないこと及び調査結果   

がそのまま公表されることについて同意を得る。  

調査結果の報告  

＞ 調査員は、調査終了後、調査結果1部を速やかに公表センター等または指定調査機  

関に対して報告  

＞ 指定調査機関は、調査員からの報告後、速や力＼に、調査結果を公表センター等に対   

して報告  

ア 対象事業所lこついて   

○ 現在、著しく小規模な事業所に対する負担軽減として、介護保険法施行規則に  

おいて、都道府県知事が毎年定める報告に関する計画の基準日前の1年間に提供  

を行った介護サービス等に係る居宅介護サービス費等の支給の対象となるサービ  

スの対価として支払いを受けた金額（以下「支払実績」という）が100万円以   

下である事業所に対して報告の義務を免除（事業所の任意による公表を除く）し  

ているところであるが、本規定は従来どおりの取扱いとする。  

○ また、本体サービスと同類型の予防サービス等の複数サービスを一体的に実施   

している場合には本体サービスのみで判断することとし、予防サービス等lこ力＼か   

る支払実績とは合算しない。  

○ 一方、予防サービス等は、平成18年度より新たに施行されたサービスであり、   

平成20年度から情報公表の対象予定としている。  

○ 与後は予防サービス等の定着により利用者の増加が見込まれるものの、現時点   

では予防サービス等の各事業所において前年度の介護報酬の支払額が少ない場合   

もあり、結果的に、当該事業所の相当数が免除対象となるおそれがある。  

○ そのため、予防サービス等単体において現行の報告義務の免除規定を適M   



錮引毒亜塁  

供環境が必ずしも適切に構築できないおそれがある。  

○ このため、利用者の事業所選択に資する情報提供環境の整備及び事業所の事務  

負担軽減の観点から、本体サービスと併せて予防サービス等の指定を受けている  

事業所については、予防サービス等について、本体サービスと一体的な報告・調  

査を実施することで、事業所における事務負担及び費用負担の増加はほとんどな   

いと見込まれることから、本体サービスが報告の対象（年間の支払実績が100万  

円超）となっている場合、二≡那方サービス等にかかる年間の支払実績の如何を問わ   

ず、報告の対象事業所とする。  

○ なお、予防サービス等の単独事業所については、本体サービス単体事業所と同  

様、年間の支払実績が100万円を超える場合に報告の対象とする。  

○ また、本体サービスが幸院宣の対象を免除（年間の支払実績が100万円以下）  

さ糎井せて指定を受けている予防サービス等†こか   

かる年間の支払実績が100万円を超えている事業所については、当該予防サービ   

ス等だけでなく本体サービスも報告の対象とする。  

イ 公表の対象となる特定福祉用異販売（介護予防含む）事業所の把握方法について  

○ 前述のとおり、情報公表制度の公表対象となる介護サービス事業所（以下「対   

象事業所」という。）については、支払実績が100万円以下である場合は対象と   

しないことができる旨規定している。  

○ このことに関して、各都道府県が行う対象事業所の特定のために必要となる介   

護サービス事業所毎の当該金額等の情報提供については、現在、各国保連にご協   

力いただき、各都道府県へ情報提供を行っていただいているところである。  

○ しかしながら、平成20年度施行予定サービスの一つである特定福祉用異販売  

償還払いサービスであるため、基本的には国保連  （介護予防含む。）については、   

にデータが無いため、現行施行潰サービスと違い、各国保達から情報提供を受け   



ることができない。  

○ このため、各都道府県においては、支払実績が100万円以下の指定事業者に   

ついては、働くこ   

とにより対象事業所の特定を行っていただきたい。  

〔参考〕支払実績が100万円以下の介護サービス事業所  

J   

各都道府県へ免除の申請（県毎に様式任意）   

※添付資料として、福祉用異購入支給申請書（写）等が考えられる。  

○ ついては、平成20年度からの円滑な実施を図るため、管内の福祉用異販売関   

係の介護サービス事業所・愕副系団体等への周知方遺漏無きよう、よろしくお願い   

いたしたい。  

○ 公表画面については、現在の画面の見やすさに閲し、都道府県を通じて様々なご  

意見をいただいており、平成20年度に向けて、できる限りの改善を行うこととし  

ている。  

○ いただいたご意見の中には、情報量が多いことが画面の見にくさに影響している   

との指摘もあるところであり、ひとつの事業所の情報画面に現行以上の情報を大幅  

に増加することは困難と考えている。  

○ ただし、公表については、利用者の視点にたった公表画面の見やすさに配慮し、  

本体サービスと予防サービス等の一体的な報告・調査を実施した場合においては、  

基本的に公表画面をサービス毎に分離して表示することが望ましいと考えている。  

○ この場合、サービス毎に分離して表示させることについては、システム上自動的   

な処理で可能となるシステム開発を行うこととしており、公表センターにおける事   

務負担やシステム関係の経費の増加要因とならないよう配慮することとしている。   



○ 手数料については、本体サービスと予防サービス等について一体的な報告・調査   

を実施する場合に、前述の報告・調査方法によれば、単独事業所の調査等にかかる  

人件費や手間と同等であり、新たな手間はかからないと思料されることから、重塵   

サービス等にかかる手数料は現行の本体サービスにおける手数料の中に一体的に含  

まれると解釈することが可能であると考えられる。  

○ したがって、現在、各都道府県におかれては、制度施行2年目を迎え、事務の効   

率化等を踏まえた手数料の引き下げについて検討いただいているところであるが、   

これらの追加サービス等が手数料を引き上げる要因にはならないと考えている。  

○ なお、予防サービスもしくは地土或密着型サービスの指定のみを受けている事業所、  

特定字獅虫事業  

堕皿1三は、調査・公表に係る人件費や手間は、本体サービス単体もしくは、予   

防サービス等を一体的に実施している事業所に対する調査・公表にかかる人件費や   

手間と同等であることを踏まえつつ、前述を前提とした適切な手数料を設定された  

い。  

○ また、公表事務についても、事業所より一体的に報告を受けた情幸馴ま、公表シス   

テムに登録する際もー体的に取込むことができ、公表画面には自動的にサービス毎   

に表示されるシステム改修を行う予定である。そのため、公表センターにおける事   

務負担やシステム関係の経費の増加要因‡とはならない。  

（報告について）  

○ 基本情報及び調査情矧こついては、基本的に項自の構成及び内容が本体施設（老   

人有祉施設入所者生活介護）と同一であることから、本体施設について幸附   

亘亘イト型居住施設については、予防サービス等と同様の取扱いとするL  

（調査について）  

○ 調査惰矧こついては、基本的に項目の構成校び内容が本体施設（老人福祉施設入  
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所書生活介護）と同一であり、また本体施設と密接な連携を確保して運営している  

施設であることから、サテライト型居住施設の入所者個人に係る書類等を除き、運  

営等にかかる書類等は一般的に本体施設の事務室内に保管されていると考えられる。   

これらの点を踏まえると、調査事務の効率化の観点からも、調査事務については  

本体施設で一体的に実施することが可能であると考えられる。   



○ 情報公表制度の事業運営に当たっては、介護事業者からの手数料を充てているこ   

とに鑑み、事業運営の透明性を確保するとともに、介護事業者、利用者等関係者の   

理解を深めていただく観点から、その運営状況について毎年度公表を行うことが望   

ましい旨、昨年より累次要請してきているところである。  

○ しかしながら、運営状況の開示状況を見ると、平成19年10月迄に公表予定の   

都道府県を含めても、開示割合は過半数に満たない極めて低調な状況であり、この   

ような状況が介護サービス事業者から、本制度の運営状況が不透明であるといった   

意見等に繋がっているのではないかとの懸念があるところである。  

○ 各都道府県等のホームページ等を活用して積極的に事業運営の公表を行う等、事   

業運営の透明性の確保について、重ねて適確な対応をお願いしたい。  

○ 情報公表制度における調査事務及び情報公表事務に係る手数料については、各都   

道府県において議芸の議決等を踏まえて条例において設定されているところであ   

るが、．手数料の金額については、情報公表制度が平成18年度に施行された新しい   

制度であるとともに、原則すべての事業所調査やインターネットでの情報公表を行   

うなど、極めて新しい仕組みを導入したことから、事業初年度は事業規模等を適切   

に見込むことが困難であったことも想定されるところである。  

○ しかしながら、規定嬰皇国助郷過重要務等の効率化が予想以   

二虻星娘豊墓室（例：当初、調   

査に必要な時間数、日数等を2日程度と推定（※））が、すでに調査事務等塑呈整   

に見合わない状況になっていると考えられ、このことが手数料の水準の妥当性につ  

いて．、未だ多くの疑義、意見等が多く寄せられることに繋がっているのではないか  
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との懸念があるところである。   

（※平成18年12月22日老振発1222001号壱健局振興課長通知「「介護   

サービス情報の公表制度における調査事務等に関する手数料について」の一部改   

正について」において、調査に必要な日数を「概ね2日程度」から「必要な時間  

数、日数等」に改正済））  

○ ご報告いただいた事業初年度にあたる平成18年度の収支状況（マクロ）を見る  

と、指定情報公表センター及び指定調査機関の収支状況は、黒字の県が過  数を占  

める状況である。   

○ したがって、手数料指針（平成18年3月31日老振発0331012号老健局   

振興課長通知「介護サービス情報の公表」制度における調査事務等に関する手数料  

に関する手数料について」）でお示ししたとおり、事業運営については、手数料収   

入により円滑に実施できる水準である必要があるが、一方で、過度の剰余が生じる   

ことは適切ではないと考えている。  

○ また、平成20年度の報告・調査の実施方法については、事業所の事務的負担・   

経費的負担等に十分考慮する必要があること等から、既に施行している12サービ  

ス（本体サービス）と同類型の予防サービス等の複数サービスを実施している事業   

致の同時調査の場合については、原則本体サービスについての回答・調査確認のみ   

とする。  

○ このような効率的な報告・調査により、本体サービスと一体的に報告・調査を実  

施する場合の複数サービスに係る手数料については、本体サービスの手数料の中に  

含まれるものと考えている。  

○ さらに、来年度から事業所報告・調査結果報告のW巨B化を進めることを検討し  

ており、こうした方式によって事業者だけでなく都道府県、公表センター及び調査   

機関の事務負担の軽減が図られることになる。  
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○ これらの点を踏まえていただき、引き続き、可能な限り詞垂事務等の実態を盟彊   

し、手数料の水準の妥当性等を検討願いたい。  

○ 具体的には、特に1事業所当たりの調査に要する時間、同一所在地の事業所の調  

査の同日実施、情報公表システムヘの情報入力事務の効率化、管理・運営事務の実  

態等、．調査事務及び情報公表事務の実績について十分に検証し、対外的にも妥当性  

等についての理解が得られる水準の手数料に引き下げるなど必要な莱例の見直し   

等の取組について、昨年より累次要請してきているところであるが、重ねて塵壁査   

対応をお原貞し1したい。  
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○ 各都道府県（指定情報公表センター、指定調査機関を含む。）におかれては、情  

報公表制度の円滑な実施にご尽力をいただいているところであるが、介護保険制塵  

墾墨杢盟墨（利用者本位・高齢者の自立支援・利用者による選択（自己決定））の実   

現を支援する情報公表制度の重要性をご理解し＼ただき、引き続き情報公表制度の円   

滑な運営の確保に向けて普及啓発などについて積極的な対応をお願いしたい。  

○ また、制度の具体的な実施に当たっては、情報公表制度は都道府県の自治事務で  

あることから、法令及び国の技術的助言を踏まえながら、以下の事項にも留意の上、  

都道府県ごとの主体的な判断のもとに引き続き、適正な運用をお願いしたい。  

ア 利用者等（情報の活用主体）に対する積極的な取組  

情報公表制度は、利用者による適切な介護サービスの比較検討、選択を支援する   

制度であり、当然、被保険者に活用される制度として定着させることが何より重要  

である。  

また、現在の情幸断犬況を見ると、都道府県間で大きな差が   

ある状況であり、アクセスの低調な県も散早されるところである。  

このため、各都道府県においては、芋後とも引き続き、被曝険者のいる世帯、管   

内市町村（保険者）、地土或包括支援センター、居宅ブT護支援事業所等介護サービス  

地看用についての  

普及哲発を行っていただきたい。  

イ 介護事業者（情報の公表主体）に対する積極的な取組  

情報公表制度は、介護事業者に対して情報の公表を義務付けるものであることか  

ら、情報公表制度の円滑な実施に当たっては、情報公表制度の趣旨目的、具体的な   

仕組み、手数料の考え方等についての介護事業者の理角葺を得ながら実施することが  

極めて重要である。  
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今後とも引き続き、介護事業者や管内の事業者団体等に対する丁寧な説明を行い、  

理解、協力が得られるよう、積極的に普及啓発に取り組んでいただきたい。  

ウ 国としての取組   

情報公表制度の普及啓発に当たっては、国としても、介護サービス情報公表支援   

センターと協力し、パンフレット等の作成支援等を行っているところであるが、今   

後とも、政府公報の実施等、必要な取組を積極的に行っていく予定である。  

〔参考：政府公報の予定（テレビ）〕  

番組名：JustJapan（http：／／w．gov－Online．g0．jp／publicity／tv／just．html）  

放送日：平成19年12月中旬（放送局により異なる）  

工 利用者の情報活用の利便性の向上について   

情報の公表に当たっては、例えば県のホームページのトップページから利用者が   

情報公表画面にできるだけ容易に接続が可能となるような工夫をするなど、型屋董   

の㈱引こ当たっての利便性の向上に向けて、今後とも引き続き、彊堕盟   

な取組をお願いしたい。  

○ 情報公表制度の円滑な実施に当たって、被調査事業所、公表情報の利用者等から   

の相談、苦情等について、引き続き、情報公表制度の趣旨目的や異体的内容の工寧   

な説明が重要であると考えている。  

○ 相談、苦情等の対応に当たっては、相談、苦情等を的確に受け止め、対応者によ   

る差が生じることなく適切な説明、解決等が図られるよう、対応記録の整備や関係   

者間での必要な対応情報の共有等を適切に実施願いたい。  

○ なお、毎月、支援センターにご報告をいただいている相談、苦情等の取りまとめ   

惰幸引こついては、実施状況を把握する上で重要な基礎資料であることから、引き続   

き、ご報告いただくようお願いしたい。  
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ア 事実確認のための調査の徹底等について  

○ 情報公表制度の調査は、介護事業者が公表しようとする調査情報の事実確認の   

ために行うものであり、調査結果の均質性の確保等の観点力、ら、調査内容に⊇以   

ての良し悪しの評価、改善指導等は行わない仕組みである。  

○ 本制度において、調査員は都道府県知事から指定を受けた調査機関の職員とし  

て介護事業所と面談による調査を行うなど、主として事業所と直接対応する立場  

であることから、事業所の調査員に対する印象は、本制度に対する印象に直結す  

るものである。  

○ このような中で、一部、調査に当たり、被調査事業所の取組内容に対する良し   

悪しの評価や指導とも受け取れる調査に対する意見等が未だ聞かれることから、  

造宣調査機関、調査員に対する情報公表制度の調査の趣旨の徹底及び継続的な指   

導をお原頁いしたい。  

○ また、調査員の調査外の行為（例：自社の紹介等）などにより、情報公表制度  

そのものの信頼を損ねることが生じないよう、指定調査機関の動向に留意しつつ、  

指定調査機関に対する必要な指導の徹底をお願いしたい。  

イ 訪問調査員の構成について  

○ 調査事務の具体的な実施方法については、課長遠矢引こおいて、調査事務の円滑  

な実施のため、当面は調査員2名のうち1名を調査対象サービスに関する知識を  

予め有する者とすることが望ましい旨示しているところであるが、等後とも、円  

滑な調査が行われるよう、調査員の調査対象サービスに対する墓石楚的な知識の習  

熟度を踏まえた調査員の派遣に留意するとともに、調査員養成研修等の実施に当  

たっては、調査員が調査対象事業所の墓石楚的な知喜哉やイメージを身につけられる  

ような工夫をお願いしたい。  

ウ 的確な報告の受理について  

O r†謹書業音からの報告の受理に当たっては、喜票長通矧こおいて、ハ護事業者が  
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報告する介護サービス情報について、報告内容に記入漏れ等の不備がないこと等  

を確認して受理することとしている。  

○ しかしながら、インターネット画面において、本年度においても、末記入蔓項   

等が見られる場合もあり、利用者が適切に介護事業者の情報を得ることがで宣重   

い状況となっている。  

○ このような点について、来年度から導入予定の事業所報告・調査結果報告の   

WEB化で対応できる部分については、改善を図る予定であるが、それまでの問、   

情報公表制度の信頼を損ねることがないよう、公表センターにおかれても、重量   

の受理に当たっては、牌忍し受理するようお願いし   

たい。  

○ 各都道府県においては、情報公表事務計画の策定に当たっては、今後とも利用  

や介護事業者の意見を把握しながら、分譲事業醐不公平感を抱いたりするこ  

と等のないよう、実情に応じて工夫願いたい。  

18・   



○ 本事業の国庫補助の総額は本年度と同程度となるよう概算要求を行っていると  

ころである。  

○ こ（Dため、各都道府県におけるモデル調査対象サービスについては、基本的には  

来年度も本年度と同数程度の協力事業所を選択してモデル調査事業を実施してい  

ただきたいと考えているので、各都道府県においても、所要の予算を確保願いたい。  

○ なお、モデル調査事業は、協力事業所の選定等を通じて、関係事業者等に対する  

制度施行前の普及啓発の効果や、関係事業者等か＼らの意見等を広く聴取し、施行に  

あたっての項目の妥当性等の検証を行う重要な機会であるので、来年度においても  

積極的に実施願いたい。  

○ 本事業は、各都道府県における情報公表制度の円滑な実施を支援するため、介護   

サービス情報の公表に係る調査及び公表に必要な経費を国庫補助するものであり、  

来年度においても継続する方針で概算要求を行っているところである。  

○ 事業の実施主体については、都道府県が自ら実施する事業のほか、適切な団体へ  

の委託又は適切な団体等が行う事業に係る経費に対する助成を行うことができる  

こととしているところである。  

○ また、国庫補助対象事業については、本来の事業運営費のほか、通常よりも事業  

運営費がかさむ制度施行後の一定期間において、事業者の特別な負担の軽減を考慮  

した手数料の減免‡昌置等に必要な章矧こ充当するなど、特に必要とされる事業も広  
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く対象としており、本年度も所要の予算枠を確保していることから、実情に応じて  

積極的に活用願いたい。  

○ なお、追加協議も相談に応じることとしているので、適昏隙捌凱＼たい。   



○ 情報公表制度については、介護保険法施行規則第140莱の29において、制度   

の対象となるサービスを年々追加施行していくこととしている。  

○ 平成20年度については、早期全面施行を図る観点から、享年度モデル調査事業   

を実施した22サービス（細分ベース）を追加することを現時点では予定している。  

○ また、残りのサービスについては、平成21年度までには基本的に全サービスに   

ついて施行する予定であるので了知されたい。  

○ 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については、「指定地域   

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（指定基準）等の規定   

に基づいて、年に1回は外部評価を受けることとされているが、情報公表制度も   

平成21年度から適用とする予定で現在調整中である。  

○ 具体的には、利用者の選択に資する情報であって、客観的な事実情報の調査及び   

公表が可能な項目については、本年度中に情報公表項日の原案として検討・作成   

し、平成20年度にモデル調査事業を実施した上で、平成21年度から情報公表   

制度において施行する予定である。  

○ また、外部評価制度の項目は、平成19年度における情報公表項目の原案の検討   

結果李踏まえ、平成20年度中に介護サービスの具体的な内容の評価に関わる項   

目等について、外部評価制度の項目として調整していくこととしている。  

○ 何れにしても、両制度の方酎引こ当たっては、介護事業者の負担、都道府県の実施   

体制の円滑な整備等に関する配慮が必要との認識の下に現在整理中であり、整理  
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が終わったものから適宜、お知らせすることとしているので、了知願いたい。  

○ 全国の介護サービス事業所の介喜隻サービス情報を集積・分析する「公表情報中央   

分析システム（データ集計システム）」については、平成17年度来、「介護サービ   

ス情報の公表」制度施行準備・支援協議会等における協議のもとに、各都道府県、   

各情報公表センターのご理解とご協力を得ながら支援センターとの接続等の準備等   

が進められ、現在に至っているところである。  

○ 本システムは、介護サービス情報の公表制度の適正かつ円滑な運営に資するよう、   

公表情報問の相関関係の検証や統計的な分析等を行って、利用者が本当に使いやす   

い適切な公表項目の見直しにつなげていく等を目的としている重要なシステムであ  

るので、本システムの趣旨・目的をご理解いただき、データ提供等について、円滑   

に進められるよう、改めてご理解とご協力のほどお願いいたしたい。  

○ なお、報告に当たっては、その内容に不備がないこと等に留意の上、ご報告願い  

たい。  

○ 情報公表制度の円滑な施行には、介護サービス事業者及び利用者の制度に対する   

理解が不可欠であり、今後とも都道府県の情報公表制度担当者には制度の趣旨目的  

や具体的内容の積極的な普及啓発、丁寧な説明に努めていただくことが極めて重要  

である。  

○ 厚生労働省としては、こうした都道府県における人材の養成を支援するため、昨  

年度より、国立保健医療科学院において、都道府県の情報公表制度担当者を対象に  

22   



「了†護サービス情報の公表を担当する都道府県担当者研修」を実施しているところ  

である。  

○ ついては、本年度2回目の研修会を平成20年1月30日（水）～31日（木）   

に実施する予定であるので、本研修への積極的な参加についてご配慮いただきたい。  
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匝夏至亘］   

介護サ岬ビス情報の公表制度施行状況等   
アンケート調査結果（平成19年7月1日現在）  

1指定情報公表センターの指定状況  

指定情 報公表  

センター  
設置等を行うている指定情報公奉   

数   
センター数   

都道府県直営  6  13％   0   0％   

社会福祉協議会   28  60％   18  64％  
会福祉時人  

その他め社会福祉法人   0   0％   0   0％   

財団法人  4   9％   0   0％   

社団法人  2   4％   2  100％   

特定非営利活動法人  2％   100％   
公法人（国保連）  6  13％   0   0％   

合計  47  100％   21  45％   

都道府県が指定情報公表センターとして指定する法人については、都道府県社会福祉  
協議会が過半数の28か所（60％）となっている。  

次いで都道府県直営が6か所（13％）、国保連合会が6か所（13％）となっている。  

都道府県社会福祉協議会のうち18か所（64％）、社団法人2か所（100％）、NPO法人  
1か所（100ウ々・）に、事務の公正・中立性を確保するための委員会等を設置している。  

2 指定調査機関の指定状況  

指革調   

査機関    の割合   
数   

都道府県直営  0   0％   

社会福祉協議会   
社会福祉法人  その他の社会福祉法人   

36  13％  

5   2％   

財団法人  13   5％   

社軌去人  23   8％   

特定非営利活動法人  99  36％   

国保連  2   1％   

有限会社  35  13％   

株式会社  55  20％   

その他  5   2％   

合計  273  100％   

都道府県が指定調査機関として指定する法人については、NPO法人が99か所（36％）  

と1番多く、次いで株式会社が55か所（20％）、都道府県社会福祉協議会が36か所（1  

3％）、有限会社が35か所（13％）と続いている。  
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3 調査員の確保状況  

合計  構成割合  常勤  1．092  12％  非常勤  8，017  88％  合計  9，109  100％   
調査員の総数は9，109人であり、非常勤職員が全体の88％となっている。  

4 報告一調査・情報公表計画の内容  

計画の基準日  ＝都道府県数  ・割合  平成19年1月1日  25  53％  平成19年2月1日  山  2％  平成19年3月1日  山  2％  平成19年4月1月  20  43％  合計  ．47  100％  
開始  終了  開始L  終了 開始   終了   

19年4月   16  19年4月   13  19年4月   14  

5月   2  5月   2  

6月  6月  5  
7月  13  7月   8  

5月  8  
6月  14  
7月  8  
8月  【  
9月  

8月  13  
9月  口  

8月   

9月   10  

9  

18月  10月  10月   4  

11月  口  ′11月  11月  

12月  5  ．12月  12月  

20年1月  5  20年1月  2  20年1月  

2月  4   2月  13   2月  
3月  30  3月  28  3月  33   

4月  2   4月  4月  9   

5月  5月  3  ■’5月  

6月  6月  6月  

7月  7月  口  7月  
8月  8月  8月  

都道府県知事が毎年定める報告に関する計画の開始月は4月が16か所と1番多く、6  
月が14か所、5月と7月が8か所と続いている。終了月は3月が30か所と1番多く、12月  
と1月が5か所、2月が4か所と続いている。  
都道府県知事が毎年定める調査事務に関する計画の開始月は4月と7月と8月が13か  
所、6月が5か所と続いている。終了月は3月が28か所と1番多く、2月が13か所と続いて  
いる。  
都道府県知事が毎年定める情報公表事務に関する計画の開始月は4月が14か所と1  
番多く、9月が10か所、8月が9か所と続いている。終了月は3月が33か所と1番多く、翌  
年度4月が9か所と続いている。  
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5 対象事業所数  （概数）  

サービス名   
平成19年度  
対象事業所数   

訪問介護   24，464   
訪問入浴介護   2．334   
訪問看護   8．328   

訪問リハビリテーション   乙454   

通所介護   20，013   

通所リハビリテーション   6，362   

特定施設入居者生活介護   2，095   

福祉用具貸与   6．169   

居宅介護支援   28．459   

介護老人福祉施設   5．794   

介護老人保健施設   3．436   

介護療養型医療施設   2，263   
合計   11乙171   

本制度の対象事業所数の総数は、112，171か所であり、居宅介護支援が28，459か  

所と1番多く、訪問介護が24，464か所、通所介護が20，013か所と続いている。1番少  
ないサービスは特定施設入居者生活介護の2，095か所である。  

6 介護サービス情報の公表画面アクセス数集計状況  

画面アクセス  

※1当データは平成19年5月における  県の介護サービス情報の公表画面アクセス数の合計値となっている  
※2 秋田県、滋賀県、兵庫県、徳島県はシステムの不具合等によリアクセス数が抽出できないため合計値に含まれていない  

7 手数料の設定状況  

平成18年度   平成19年度以降（予定）   
全サービス共通に調査事務手数料を設定している都道府県数   40   35   
サービス別に調査事務手数料を設定している都道府県数   7   12   

サービスの種類別に手数料単価を定めた都道府県は秋田県、埼玉県、東京都、神奈川  

県、滋賀県、宮崎県、鹿児島県である。  

平成  9 年度以降、北海道、福島県、干葉県、富山県、長野県がサービス別調査事務手  1   

＼
 
 

し
 
 

て
 
 

し
 
 

討
 
 

検
 
を
 
料
 
 

数
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8 各都道府県における情報公表事務（指定情報公表セン   
ター）の平成18年度収支状況について  

（注1）指定情報公表センターは県直営（7県）を除き、各都道府県に1か所である。  

（注2）集計時点において4県が精査中による未回答のため、母数は43である。  

9 各都道府県における調査事務（指定調査機関）の平成18   
年度の収支状況について   

田黒字の都道府県  

国赤字の都道府県  

」【＿竺些聖型  

資料 厚生労働省毛健局振興課調べ  

】  
▲＿．＿＿＿＿」  

（注1）各都道府県内に指定調査機関が複数ある場合はその収支の合計となっており、各都道府  

県内の指定調査機関毎の収支ではない。  

（注2）集計時点において、2県が精査中による未回答のため、母数は45である。  
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10 手数料の見直し状況（平成1年7月1日現在）  

公表事務手数料の見直し状況  

調査事務手数料の見直し状況  
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手数料について  （平成1g年7月1日現在）  

（円）  

部分は手数料の見直しを弓部分は手数料の見直しを行った（予定含む）県  

さ二十益車掌  革手数粧 調章票‾   話手紳 合計手鱒料穎 

詞遣紆蒔皐 
平成18年慶事致料碩  （円）  現行手数料（円）  平成1針年度手数料諾  （円）    現行羊鮒（円）  現行摘   

1  北海道   14．100   同左   52．200  同左  66．300  

2  青銅   15．000   同左   44．080  同左  59，000  

3  若手県   13．8（め   同左   45．200  同左  59．000   

4  宮城県   12．000   同左   38．000  同左  50．000   

5  秋田県   13．9∝l   同左   45．144  44．433  58．333   

6  山形れ   12．000   同左   37．DOO  同左  49．DOO   

7  福島県   】2．000   同左   38．000  同左  50．000   

8  茨城県   10．00D   同左   40．000  同左  50．000   

9  栃木県   12．500   同左   37．500  同左  50．000   

D  群島県   11．000   同左   36．000  同左  4丁．000   

】  埼玉県   11．5【10   同左   40．66丁  4D．917  52．417   

2  千葉県   9．300   同左   40．DOO  同左  49．3ひ0   

3  東京都   11．400   同左   45．944  45．350  58．750   

4  手楓順   9、700   同左   42．678  42．858  52．558   

5  新潟県   10．500   同左   3丁．400  同左  47．900   

6  吉山県   14．0∝）   同左   36．DOO  同左  5D．0DO   

7  石川県   川．008   同左   36．ODO  同左  50．000   

8  互井県   13．00〔I   同左   36．000  同左  49．000   

9  山梨舞   15．ODO   同左   42．DOO  同左  57．DOO   

0  長野県   】4．000   同左   36．300  同左  50．3DO   

1  岐阜欄   11．000   同左   36，000  同左  4了．000   

2  静岡県   10．000   同左   43．00D  同左  53．000   

3  愛知県   10．000   同左   45．50D  同左  55，5DO   

4  三王県   15．5〔10   同左   30．1DO  同左  45．600   

5  三盆賀県   12．000   同左   37．444  38．167  50．167   

6  京都府   11．∝旧   同左   36．000  同左  47．000   

7  大阪府   15．000   同左   46．600  同左  61．6DO   

8  兵庫県   10．ODO   同左   39．080  同左  49．000   

＃北菱道は7月24日より調査手数料を41．533円に淀領．   

畢高覧□県に関しては現在県議会へ上程中，三宣童をとおりしだい、平成19年4月1日にさかのぽり滅領予定  

32   ※サービス別に手数料を設定している都道府県はその年均讃を謂記  



11事業運営の開示状況   

7月時点での事業運営開示状況（予定含む）  

10月時点での事業運営開示状況（予定含む）  
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介護サービス情報の公表制度支援事業  

平成20年度要求額  

249，627千円  

創設年度  平成18年度   

補助根拠  予算補助   

補助率  国1／2 都道府県1／2   

（負担割合）   

1 目 的  

介護サービスの質の向上、利用者の権利擁護等の観点から、介護サービス事業所が   

利用者に対し、サービス選択に必要な情報を公表する「介護サービス情報め公表」制   

度について、各都道府県における円滑な実施を支援するとともに、全国的見地から、   

将来に渡り、安定的かつ継続的に制度運営を支援する。  

2 事業内容  

（1）介護サービス情報の公表制度支援事業  

下記に係る事業のうち、各都道府県における制度の円滑な導入に資する責用の一  

部を補助する。   

① 介護サービス情報の公表に係る調査及び公表   

② 都道府県共通介護サービス情報公表システム（追加サービス分）の導入   

③ 普及・啓発等  

3 実施主体  都道府県  
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「介護サービス情報の公表」  

今後のスケジュールについて（予定）  

事  項   内容、スケジュール等   

厚生労働省令改正   ・項目（案）の骨格については平成19年中に固めることを目途とする。  
（サービスの追加）   一平成20年2月公布  

厚 生  

労  ・改正施行通知（平成20年2月）  
働  

省  

制度の普及一啓発  ■適宜実施  

（利用者・事業者団体等）  

事  項   内容、スケジュール等   

調査員（指導者）養成  ・追加サービスの調査員指導者の養成（平成20年2月■～）  
・追加サービスの調査員養成研修（平成20年3月～）  
・調査員の登録（平成20年4月）  

都  

道  ・追加サービス分のシステム導入（平成20年3月～）  
府  

県  

制度の普及・啓発  ・適時実施  

（利用者・事業者団体等）  



事  項  内容、スケジュール等   

項目作成等  一検討部会等の開催（平成19年10月～平成20年2月）  
19’作成の22サービス  19’作成の22サービス（平成19年 10月～11月）  
20’作成のトビス（未定）  20’作成のサービス く平成19年12月～平成20年2月） ※（19’作成の22サービス項目確定後）  

シ  

ル                       公  都道府県分   ・追加サービス分の開発   
バ  （平成19年11月一平成20年3月）  

l  

サ  

l  
・開発・導入の実施（平成19年11月～平成20年3月）  

ビ  

ス  

振  

興  
A  
コ＝   

調査員指導者養成   一養成研修の開催（平成20年2月～3月）   ※（調査員養成研修教材作成後実施）  

制度の普及・啓発支援  
（利用者・事業者団体等）  

⑧
 
 
 




